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序　文
﻿

放射線影響研究所　要覧

　公益財団法人放射線影響研究所（以下放影研）は、
定款第 3 条に「平和的目的の下に、放射線の人に及ぼ
す医学的影響及びこれによる疾病を調査研究し、原子
爆弾の被爆者の健康保持及び福祉に貢献するとともに、
人類の保健の向上に寄与することである。」とその設立
の目的が定められています。放影研では広島・長崎の
被爆者各位をはじめ、両市市民、地元医師会、大学、
行政機関関係者など、数多くの方々のご協力の下に、
日米両国の科学者が疫学、臨床医学、遺伝学、免疫学
など多岐にわたる分野から、原爆放射線の健康影響を
解明するための調査研究を実施しております。原爆被
爆者をはじめ多くの方々の長年にわたるご理解とご協
力により、放影研の研究成果は被爆者の医療・福祉は
もとより、世界中の放射線医学研究の推進に役立てら
れ、医療被曝など様々な放射線被曝のリスク低減に幅
広く寄与しています。
　放影研の前身は米国原子力委員会の資金により米国
学士院が設立した原爆傷害調査委員会（ABCC）であ
り、1947 年に広島で研究活動を開始、翌年には長崎に
も研究拠点が設置されました。同年、厚生省国立予防
衛生研究所が参加し、共同で被爆者健康調査に着手し
ました。1955 年には、それまでの調査研究を全面的に
再検討するため、フランシス委員会が招集され、個別
課題ごとの研究を改め、固定集団を対象とする追跡調
査へ統合すべきという、今日まで続く研究方針の基礎
となる勧告が出されました。
　1975 年 4 月 1 日には、日米両国の合意により、日本
の外務・厚生両省が所管する日本国民法に基づく公益
法人として、日米両国政府が共同で管理運営する財団
法人放射線影響研究所が発足し、ABCC の調査研究を
引き継ぎました。また、2012 年 4 月 1 日の公益財団法
人への移行に伴い、評議員会・理事会・監事による組
織管理体制が更に整備されました。放影研の調査研究
活動は、両国から選出された委員で構成される科学諮
問委員会の年次評価を受け、その勧告に沿って進めら
れています。また、広島・長崎の地元諮問委員および
地元連絡協議会に調査研究活動などを報告し、その意
見を反映するようにしています。
　ABCC－放影研の研究目的は、放射線被曝の長期的
影響を明らかにすることです。放影研の研究の特徴は、
周到に組織された大規模な集団の長期追跡調査であり、
その規模、構成、追跡の精度は世界に類例を見ないも
のとなっています。また、健康調査は、調査開始以来

高い受診率を維持しております。広島・長崎に原爆が
投下されてから、既に 70 年近くが経過していますが、
若齢被爆者層の追跡完了までには更に 30 年近くの期間
が必要であり、研究は道半ばです。しかし、これまで
の研究により初めて明らかになった研究成果は、被爆
者の医療・福祉などの参考に供せられるとともに、世
界の放射線防護基準作成の基礎資料として、国際機関
などから常に注目されてきております。
　放影研は、こうした調査研究の成果を常に正確に公
表する努力を続けて参りました。学会発表や学術誌上
への論文発表をはじめとして、活動の概略を説明する
種々の出版物も発行してきました。本要覧もこれまで
幾度か改訂を重ねて参りましたが、今回は、他の出版
物との明確な区分けを行い、放射線に関する基礎知識
のある方、あるいは放射線を専門とされる方々を対象
とし、ABCC－放影研から発表された論文を中心に、
原爆による後影響全般について、これまでに分かった
こと、および今後の研究内容について紹介することを
編集方針といたしました。
　放影研は今後とも、使命である原爆被爆者集団の長
期追跡調査を継続し、更なる研究成果を積み重ねるべ
く努力をして参る所存です。原爆放射線の人体影響が
科学的に解明されることにより、広島と長崎の悲劇を
二度と繰り返してはならないとの想いが世界の人々に
共有され、恒久平和への礎となることを願ってやみま
せん。
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（注）本書で用いる放射線量の単位について：放射線の単位としては、一般的にシ－ベルト（Sv）が汎用されています。
しかし、本書ではグレイ（Gy）に統一しました。Sv と Gy の詳細については用語解説の荷重臓器吸収線量の項（42
ページ）をご参照ください。

　広島に投下された原子爆弾（以下単に原爆）は 235U
（ウラン 235）が使われ、爆発によって、通常火薬で代
表的なTNT火薬に換算して 16,000 トン分のエネルギー
を放出した。また、長崎の原爆では 239Pu（プルトニウ
ム 239）が使われ、TNT 火薬 21,000 トン相当のエネル
ギーを放出した。放出されたエネルギーの形態別の構
成は、爆風（衝撃波）として 50％、熱線として 35％、
そして放射線として 15％であったと推定されている。
　広島原爆は、1945 年 8 月 6 日午前 8 時 15 分、原爆
ドーム（旧広島県産業奨励館）に近い島病院（原爆
ドームから南東約 160 m）の上空約 600 m で、また、
長崎では 8 月 9 日午前 11 時 2 分、長崎市北部の松山町
交差点近傍の上空 503 m で炸裂した。核爆発の瞬間に、
爆心は数百万 °C で数十万気圧という超高温・超高圧に
達し、それを中心に火球が形成され、その内部で二次
的な核反応が進行した。
　火球表面から発生した衝撃波は、超音速で大気中を
伝播・拡散し、強烈な爆風を伴い地上へ到達して、そ
の後、地表に拡散し、大きな被害をもたらした。爆風
は、爆発 2 秒後に爆心地から 1 km の地点に、4.5 秒後
に 2 km の地点に、30 秒後には約 11 km の距離に達し
た。その風速は、爆心地付近で 280 m／秒、3.2 km 地
点でも 28 m／秒であったとされている。このような強
風が吹き抜けた後、外向きの風で陰圧になった中心部
に向かって、今度は外側から内側へ逆風が吹き込み、
爆心地で上昇気流となってキノコ雲の幹を形成した。
衝撃波と爆風によって 2 km 以内の木造家屋は壊滅的
な損傷を受け、爆心地から 0.5 km 以内では鉄筋コンク
リートの建物ですら多くが崩壊した。この衝撃波・爆
風による倒壊家屋の下敷きになったり、重量物やガラ
ス破片の飛来などにより多数の人々が死傷した。
　爆発 0.3 秒後の火球表面温度は約 7,000°C と推定さ
れ、爆心直下の地上表面温度は約 3,000－4,000°C に達
した。熱線（赤外線）による木材表面などの黒焦げは、
広島では爆心地から約 3 km まで、長崎では約 3.5 km
まで見られた。また、露出した皮膚での熱線熱傷は、
広島では爆心地から 3.5 km まで、長崎では 4 km にま
で及んだ。両都市とも、爆心地から約 1.2 km 以内かつ

無遮蔽状態で被爆した人は致命的な熱線熱傷を受け、
死亡者の 20－30％がこの熱傷によるものと推定されて
いる。
　原爆の核爆発によって生じる中性子線、α 線、β 線、
γ 線などの様々な電離放射線（以下単に放射線）は一
次放射線と呼ばれている。このうち中性子線は、爆弾
の構造物や大気中の分子などを放射化し、この過程で
生成された様々な放射性同位元素から二次放射線が発
生した。前者を即発放射線、後者を遅発放射線と呼ぶ
こともある。この過程は爆発後ごく短時間で完結した
が、この火球内に生成した放射性同位元素からの放射
線は 1 分間余りにわたり発生し続けた。上記の過程で
α 線と β 線はほとんどが消滅し、結果として地上まで
到達したのは中性子線と γ 線が主体であった。
　以上説明した放射線は初期放射線あるいは直接放射
線と呼ばれる。原爆放射線としては、この初期放射線
以外に残留放射線がある。
　「残留放射線」は、核爆発に伴って生成された放射性
物質から発生する放射線である。これは、更に「誘導
放射線」と大気中に拡散した放射性微粒子からの放射
線とに分類される。「誘導放射線」は、「初期放射線」
中の中性子線によって地上の建物や土壌などの物質を
構成する原子が一時的に放射化されて発生するもので、

「誘導放射線」による曝露は粉じん吸入が多い場合を除
き「外部被曝」が主体である。ただし、大部分の「誘
導放射線」は原爆投下後数日間のうちに急速に減衰し
た。
　一方、燃え残りの核爆弾原料物質や核爆発で二次的
に生成された放射性粒子は、爆発に伴う高温でいった
ん気化した後、再冷却の過程で微粒子となり高空に広
く拡散した。大気中に拡散し浮遊する放射性微粒子は、
次第に地上へと降下したが、これは降雨に伴い促進さ
れた。いわゆる「黒い雨」にこの放射性微粒子が含ま
れていたと考えられている。ただし、黒い色の本体は
二次火災による「煤」であり、色と放射性の強弱には
直接的な関係はない。直後に降った雨の場合には「黒
くない雨」でも放射性微粒子が含まれていた可能性も
あり、反対に黒い雨でも放射性微粒子を含まない場合
もあり得る。
　放射性微粒子からの曝露としては、大気中に滞留し、
あるいは地上に降下し蓄積した放射性微粒子からの

【1】 原子爆弾による物理的破壊
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「外部被曝」と、空気中に滞留する粒子を直接吸入した
り、地上に到達した放射性微粒子を様々な経路から体
内に摂取したりすることによる「内部被曝」がある。

「内部被曝」に至る経路としては、地上に降った放射性
微粒子（放射性降下物）の一部が飲料水や野菜を汚染
することにより直接摂取される場合、また、放射性降
下物中の放射性ヨウ素が牧草を汚染し、それを飼料と
した牛（または山羊）によって再濃縮された牛乳を摂
取したことによる場合などもある。
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【2】人体への放射線影響：急性期死亡・急性影響
﻿

急性期死亡
　原爆被爆者の場合、被爆後から 1945 年 12 月末まで
の、被爆が起因と考えられる死亡は通常「急性期死亡」
として扱われる。急性期死亡者数は広島市で約 11 万人
以上、長崎市で約 7 万人以上と推定される。1 急性期死
亡の要因は、爆心地に近いほど、爆風による家屋の倒
壊や引き続いて生じた火災による外傷、熱傷によるも
のの割合が高い。一方、爆心地に近いほど浴びた放射
線量も高く、放射線による死亡と、外傷などによる死
亡を区別することは難しいが、外傷や熱傷による死亡
を除外するために、放射線に起因すると考えられる、
遅れて生じる死亡に重点を置いた調査が行われている。
　放射線による急性期死亡の確率は、受けた放射線の
量に関係する。よく用いられる指標としては、集団の
50％が死亡する放射線量を表す LD50（50％致死線量）
がある。LD50 に近い線量に被曝した場合の主たる死因
は、骨髄の造血幹細胞の傷害による出血および免疫機
能不全に起因する感染症である。このような放射線障
害による死亡は、被爆の約 1 カ月後にピークに達し、
もし助かる場合には、通常 2 カ月以内に回復したとみ
られる。
　初期の調査では、生き残った人への面接を通じて、
50％の人が亡くなったと考えられる爆心地からの距離

（広島では 1,000－1,200 m、長崎では 1,000－1,300 m）
が求められた。しかし遮蔽状況に関する情報が十分で
なかったので、放射線被曝線量との関係付けはできな
かった。後に放影研の広範な記録が解析され、遮蔽に
関する推定が可能になり、広島における爆心地から
1,600 m 以内の日本家屋内で被爆した 2,500 世帯の約
7,600 人のデータから、骨髄の LD50/60（被爆後 60 日以
内の死亡率が 50％になる放射線量）は 2.7－3.1 Gy

（2002 年線量推定方式［DS02］で計算すると 2.9－3.3 
Gy）と推定された。2 日本家屋内の被爆者に着目したの
は、このような構造の建物が多いため、個人の放射線
被曝線量を求めやすいからである。
　国際連合原子放射線影響科学委員会（UNSCEAR）
の報告では、原爆被爆者、放射線事故被曝、および放
射線治療の情報に基づいて、骨髄の LD50/60 を推定して
いる。これによると、医療の介入がない場合には、こ
の値は約 2.5 Gy、十分な医療が可能な場合には 5 Gy 以
上とされている。

急性影響
　「急性放射線症」と総称される症候は、高線量の放射
線（約 1－2 Gy から 10 Gy）に被曝した直後から数カ
月の間に現れる。主な症状は、被曝後数時間以内に認
められる嘔吐、次いで数日から数週間にかけて生じる
下痢、血液細胞数の減少、出血、脱毛、男性の一過性
不妊症などである。下痢は腸の細胞に傷害が起こるた
めに発生し、血液細胞数の減少は骨髄の造血幹細胞が
失われるために生じる。出血は、造血幹細胞から産生
される血小板の減少により生じる。また毛根細胞が傷
害を受けるために髪の毛が失われる。実際には毛髪は
抜けるのではなく、細くなり最後には折れる。男性の
不妊症は、精子を作り出す幹細胞が傷害を受けた結果
生じる。3

　これらの症状が起こるのは嘔吐を除いて、いずれも
細胞分裂頻度と深い関係がある。ほとんど分裂してい
ないような細胞（筋肉や神経）と比較すると、分裂の
盛んな細胞は放射線による傷害を受けやすいからであ
る。被曝放射線量が少なければ、急性放射線症はほと
んど生じない。逆に線量が多ければ、早ければ被曝後
10－20 日以内に重度の消化管傷害で、あるいは続いて
1－2 カ月以内に主に骨髄傷害で、それぞれ死に至る可
能性がある。
　重度脱毛（3 分の 2 以上の頭髪の脱毛）を報告した
人の割合と、放射線被曝線量の関係4 を図 1 に示す。放
射線の量が 1 Gy まではわずかな影響しか認められない
が、それ以上の量になると脱毛は線量と共に急激に増
加している。（5 Gy 以上で割合が下がるのは、線量の
過大推定などの誤差によるためと考えられる。）

【2】 人体への放射線影響： 
急性期死亡・急性影響

図 1．重度脱毛と放射線被曝線量4
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【A】調査対象と集団の設定

　一般に、放射線被曝による後影響は、放射線に特異
的な徴候ではないため、観察された事象が放射線に起
因するか否かを判別することが困難である。従って、
放射線被曝の後影響を調べるには、被曝した人々を

（固定）集団として追跡し、特定の事象が過剰に出現す
るかどうかを観察する疫学調査が必要である。放影研
の前身である ABCC は、1950 年の国勢調査の附帯調査
から得られた原爆生存者の資料を基に追跡調査の対象
集団（寿命調査集団）を設定した。また、胎内被爆者、
被爆者の子ども（被爆二世）についても、出生届や
ABCC で実施した調査結果を基にそれぞれ調査集団を
設定した（表 1）。各調査集団について、個人被曝線量
の評価や、死亡・死因、がん罹患などを結果指標とし
た追跡調査が実施され、一部の人については、ABCC
－放影研において健診による健康状態の把握を行って
きた。

で約 284,000 人の原爆被爆者が確認された。このうち
調査時に広島・長崎市に住んでいた約 20 万人の被爆者
に、原爆時には両市にいなかった人を 1950 年代の
ABCC 調査および広島市・長崎市の調査に基づいて加
え、固定集団を設定するための基本的集団とした。こ
の基本的集団に含まれた人たちには生年月日、本籍地、
住所、被爆状況、急性症状などについての調査が行わ
れ、この情報を基に LSS 集団が抽出された。当初の
LSS 集団は、この基本的集団に含まれる人の中で、本
籍が広島・長崎市にある日本人から選ばれており、以
下に述べる 4 群から構成されている。すなわち、第 1
群：爆心地から 2,000 m 未満で被爆した被爆者全員

（内近距離被爆者）、第 2 群：爆心地から 2,000－2,499 m
で被爆した被爆者全員（外近距離被爆者）、第 3 群：第
1 群と性・年齢が一致するように選ばれた、爆心地か
ら 2,500－9,999 m で被爆した人（遠距離被爆者）、お
よび第 4 群：第 1 群と性・年齢が一致するように選ば
れた、原爆時に爆心地から 10,000 m 以上離れた場所に
いた人である。第 4 群は原爆時市内不在者と呼ばれ、
この中には原爆後 30 日以内に市内に入った早期入市者
も含まれている。
　当初 99,382 人で構成されていた LSS 集団は、本籍が
広島・長崎市になかったため対象から除外されていた
爆心地から 2,500 m 未満で被爆した被爆者 9,530 人を
1968 年に加え、次いで 1980 年に長崎遠距離被爆者
11,409 人を加え、合計 120,321 人となった。この集団

表 1．主要調査プログラムと調査人数

寿命調査 120,321
　　成人健康調査（被爆者） 24,358

胎内被爆者調査 3,638
　　成人健康調査（胎内被爆者） 1,021

被爆者の子どもの調査
　死亡とがんの発生調査 76,814
　　　被爆二世臨床調査 12,451
　細胞遺伝学調査 約 16,000
　遺伝生化学調査 約 24,000
　分子遺伝学調査 約 1,500

1. 原爆被爆者
（1）寿命調査（LSS: Life Span Study）集団
　ABCC 設立当初の研究は個々の研究者がそれぞれ設
定した対象集団に基づいて行われており、一貫性・継
続性がなかった。1955 年に開かれたフランシス委員会
で固定集団の設定を必要とする三つの基盤研究計画を
中心とした統合研究計画の作成が強く勧告され、その
結果、1950 年の国勢調査時に附帯調査として行われた
原爆生存者の調査の結果を使用して、原爆被爆者の死
亡追跡集団である LSS 集団が設定された。1950 年の国
勢調査の附帯調査では全国（沖縄、奄美大島を除く）

表 2．LSS集団の人数と推定線量分布（DS02、2013 年
現在）

荷重吸収結腸線量（Gy）
LSS集団の人数

広島 長崎 合計

<0.005 21,713 16,823 38,536
0.005–0.05 17,207 6,227 23,434
0.05–0.1 5,537 1,005 6,542
0.1–0.25 6,273 1,270 7,543
0.25–0.5 3,842 956 4,798
0.5–1.0 2,376 1,052 3,428
1.0–2.0 1,151 614 1,765
2.0+ 436 189 625

被曝線量不明 3,449 3,621 7,070

被爆者合計 61,984 31,757 93,741

原爆時市内不在者（早期入市者） 3,792 827 4,619
原爆時市内不在者（後期入市者） 16,438 5,523 21,961

原爆時市内不在者合計 20,230 6,350 26,580

LSS 対象者合計 82,214 38,107 120,321

【3】 放影研の調査集団および 
調査方法
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は、爆心地から 10,000 m 未満で被爆した 93,741 人と
原爆時市内不在者 26,580 人で構成されており、被爆し
た 93,741 人の DS02 による被曝線量の分布は表 2 の通
りである（2013 年現在）。図 2 は、遮蔽物調査（11
ページ参照）などから得られた LSS 集団の被爆位置と
推定被曝線量を表す。
　現在の LSS 集団には、爆心地から 2,500 m 未満で被
爆した人のほぼ全員が基本集団として含まれるが、以
下の被爆者は基本的集団に含まれない。すなわち、
1950 年 10 月の国勢調査時に広島・長崎市に居住して
いなかった被爆者（1950 年国勢調査において被爆した
と回答した人の約 30％）、附帯調査に回答しなかった
被爆者、および外国籍の被爆者である。

（2）胎内被爆者集団
　この集団は、「死亡調査集団」と「臨床調査集団」が
次の通りそれぞれ異なる選択方法で設定された。「死亡
調査集団」は、1945－1946 年の出生届調査票、ABCC
基本名簿票、1960 年国勢調査時の被爆者調査の三つの
資料源に基づいて原爆が投下された日（広島 8 月 6 日、
長崎 8 月 9 日）から 1946 年 5 月末までに生まれた子ど
もを下記の条件で選択した。第 1 群：母親が爆心地か
ら 1,500 m 未満で被爆した胎内被爆者全員から成る集
団と、第 2 群：爆心地からそれぞれ 1,500－1,999 m、
第 3 群：2,000－2,999 m、第 4 群：3,000－9,999 mで被
爆した群、および、第 5 群：第 1 群と資料源、都市、
性、出生月を一致させて選択された胎内被爆していな
い人から構成され、合計 2,802 人が含まれる。
　一方、「臨床調査集団」は、原爆が投下された日から
1946 年 4 月末までに生まれ、1950 年に広島・長崎市に
居住していた人で、第 1 群：母親が爆心地から 2,000 m
未満で被爆した胎内被爆者、第 2 群：母親が爆心地か
ら 3,000－4,999 m で被爆した胎内被爆者、第 3 群：非
被爆群である。第 1 群は該当者の全員であり、第 2、3
群は、都市、性、出生月を第 1 群と一致させ、ほぼ同
数ずつ選択されている。この集団には合計 1,606 人が
含まれ、そのうちの 1,021 人は 1978 年に成人健康調査
に組み込まれた。
　これらの胎内被爆者集団には重複が見られ、現在、
死亡追跡調査が行われているのは両者を合わせた 3,638
人である。

（3）成人健康調査 （AHS: Adult Health Study） 集団
　この集団は、疾病の発生およびその他の健康情報を
収集することを目的として設定された。AHS では、

LSS における死因調査やがん罹患調査では得られない
臨床疫学的情報を入手することができ、調査の主要な
目的は、がん以外の病気（良性腫瘍、心血管疾患、そ
の他の慢性病）や血液検査の結果などの状況を追跡し、
これらと放射線被曝との関係、放射線やその他のリス
ク因子と関係する疾病の発生機序を明らかにすること
である。
　1958 年の集団設定当時、AHS 集団は当初の LSS 集
団から選ばれた以下の 4 群から構成された。すなわち、
第 1 群：爆心地から 2,000 m 未満で被爆して急性放射
線症状を示した 4,998 人、第 2 群：爆心地から 2,000 m
未満で被爆し、急性症状を示さなかった 4,975 人、第
3 群：広島で爆心地から 3,000－3,499 m で被爆した人
と長崎で爆心地から 3,000－3,999 m で被爆した人を合
わせた 4,988 人、および、第 4 群：原爆時市内不在者
5,000 人である。第 1 群は該当者の全員であり、第 2－
4 群は、都市・性・年齢を第 1 群と一致させ、人数も
ほぼ同数ずつ選択されている。
　AHS 集団は設定以降、現在までに数度の拡大が行わ
れている。第 1 次追加（1977 年）では、1）LSS 集団
のうち、1965 年暫定推定放射線量（T65D 線量）（11
ページ参照）が 1 Gy 以上であり、最初の集団設定時に
対象者として選択されていなかった 1,185 人の被爆者
全員、2）これらの人と性・年齢を一致させた 1,251 人
の T65D 線量が 1 Gy 未満である被爆者が追加された。
次いで 1978 年には第 2 次追加として、3）胎内被爆者
の臨床調査集団のうち 1,021 人が追加された。更に
2008 年に、4）被爆時年齢 10 歳未満で広島・長崎市に
居住し、従来の AHS 集団に含まれていなかった LSS
対象者 1,961 人が追加され、現在までに AHS 対象者と
して設定された総数は 25,379 人である。このうち、原
爆時市内不在者 5,000 人は 1977 年をもって健診調査を
終了した。

2. 被爆者の子どもの集団
（1）遺伝影響調査集団
　ABCC における初期の研究では、被爆者の子どもへ
の遺伝的影響の有無に焦点が当てられた。まず、1948－
1954 年に、妊娠 20 週での食料の特別配給の申請に訪
れた妊婦に面接調査を行って、胎児の両親の被爆に関
する情報を集め、広島と長崎合わせて約 77,000 人の新
生児を対象に出生時障害および早期死亡について調査
が行われた。次いで 1962 年に出生児の性比に関する調
査が約 71,000 人を対象に行われた。



7

【3】放影研の調査集団および調査方法
【A】調査対象と集団の設定

放射線影響研究所　要覧

図 2．LSS集団における被爆者の線量の分布
各点は LSS集団 120,321 人のうち市外居住者を除いた被爆者 93,741 人の被爆位置と推定被曝線
量を表す。図中の円は、爆心地からの距離 2 kmと 3 kmをそれぞれ示す。
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（2）死亡調査集団
　一方、被爆者の子どもの継続調査の必要性から死亡
調査集団が設定された。すなわち、上記の二つの遺伝
影響調査の対象者に、1946 年 5 月から上記調査の開始
までに出生届に基づいて同定された約 33,600 人を加え
た、総数 180,600 人の中から、1）1946 年 5 月－1958
年 12 月に生まれた、2）出生時における親の居住地が
広島市または長崎市である、3）両親の被爆状況が把握
されている、という三つの条件を満たす人を選択した。
その中から単産児であることを条件に、a）少なくとも
親の一方が爆心地から 2,000 m 以内で被爆した子ども
全員から成る中心群と、中心群と性・年齢を一致させ
たそれぞれほぼ同数の b）少なくとも親の一方が爆心
地から 2,500－9,999 mの距離で被爆した子ども、c）両
親ともに原爆時に爆心地から 10,000 m 未満にいなかっ
た子どもを選択して、総数 53,519 人の被爆者の子ども
に関する死亡調査基本集団を設定した。
　その後、拡大 LSS 集団の中から被爆時年齢が 34 歳
以下で、i）T65D 被曝線量が 0.1 Gy 以上の人全員と、
ii）i 群と同数の T65D 被曝線量が 0 以上 0.1 Gy 未満の
人を選択し、その人たちの子どものうち 1959 年 1 月－
1984 年 12 月に生まれた 23,295 人を拡大調査集団とし
て組み入れ、全体として 76,814 人の被爆者の子どもの
死亡調査集団を固定集団として確定し、追跡調査を
行っている。
　なお、1946 年 5 月－1958 年 12 月に出生し、調査時
に、①両親とも生存、②連絡区域内に居住、③調査時
中学生以上という条件を満たし、「細胞遺伝学調査」ま
たは「遺伝生化学調査」に参加したものの、選択条件
を満たさないため死亡調査集団には含まれなかった対
象者が 11,667 人いる。

（3）被爆二世臨床調査集団
　被爆者の子どもにおける成人期発症の多因子疾患に
対する遺伝的影響について検討するために計画された
のが被爆二世臨床調査であり、最初に行われた「被爆
二世健康影響調査」と、これを継承し継続的に行う

「被爆二世臨床縦断調査」から成る。

i. 被爆二世健康影響調査
　「被爆二世健康影響調査」は、被爆者の子どもの集団
を対象とした（a）郵便調査、（b）2002－2006 年に行
われた臨床健康診断調査から成る。臨床健康診断調査
に先立って行われた郵便調査の対象者は以下の方法に
より選択された。すなわち、本籍地が広島・長崎市内

にあり、現住所が広島・長崎市あるいはその周辺地域
にある人のうち、1）両親の少なくとも一方の被曝線量
が 5 mGy 以上（1986 年線量推定方式［DS86］で推
定）、2）片方の親の被爆状況にかかわらず、一方の親
の被曝線量が 1 Gy 以上、3）両親ともに被爆したこと
は分かっているが DS86 被曝線量が不明、および 4）両
親ともに DS86 被曝線量が 5 mGy 未満あるいは非被爆
で、上記 1）から 3）の対象者と性・都市・出生年が一
致した人の合計 17,698 人が選択された。更に、5）両
親の片方が被爆し DS86 被曝線量が 5－999 mGy であ
るが、もう一方の親の被爆状況が不明あるいは DS86
被曝線量が推定されていない人のうち、本籍地と現住
所が広島・長崎市あるいはその周辺地域にある 6,785
人、および、6）両親または片方の親の DS86 被曝線量
が 1 Gy 以上で本籍地が広島・長崎市内になかったため
に当初対象となっていなかった人のうち、現住所が広
島・長崎市あるいはその周辺地域にある 190 人を含め、
最終的に郵便調査対象者は 24,673 人となった。これら
の人に対し、2000－2005 年に郵便による調査を行った

［上記（a）］。この郵便調査で健診希望の意思を示した
14,145 人のうち、実際に 2002 年から 2006 年 9 月末ま
でに 11,951 人が臨床健康診断調査に参加した［上記

（b）］。

ii. 被爆二世臨床縦断調査
　この最初に行われた臨床健康診断調査の結果を受け、
2010 年から、継続調査である「被爆二世臨床縦断調
査」が開始されることとなった。その対象者は 2013 年
現在、被爆二世健康影響調査で健診希望の意思を示し
た 14,145 人のうち、調査開始時点で生存し住所が判明
している 12,451 人が予定されている。

【B】健康影響に関する調査方法

　LSS 集団、胎内被爆者、および被爆者の子どもの死
亡調査の対象者集団について、放射線被曝による健康
影響を評価するため、1950 年を追跡起点とし、法務省
および厚生労働省の許可を受けて死亡および死因の情
報を得ている。また、1957 年に広島で、1958 年に長崎
で開始された地域での腫瘍登録（広島市および長崎県
の地域がん登録事業）からがん罹患情報を得ている。
がん罹患情報の入手に当たっては、それぞれの腫瘍登
録事業主体に資料利用申請書を提出して審議・許可を
得た上で、上記各集団との照合を行い、対象者のがん
罹患情報を得ている。白血病およびその他の血液学的
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異常については、広島・長崎の大学および病院の医師
らにより 1940 年代に開始された白血病登録の罹患情報
とも照合することにより、1950 年以降の白血病罹患に
ついての研究が行われている。また、LSS 集団を対象
として 1965 年から 2013 年までに 5 回の郵便調査が行
われ、喫煙、飲酒といった生活習慣や社会環境、健康
状況などが調査されており、このような放射線被曝以
外のリスク因子の情報なども併せて利用することに
よって、より正確な原爆放射線被曝と健康影響との関
連の解明を行っている。
　AHS 集団では、1958 年の調査開始以降、2 年に 1 回
の健康診断時に、診察、身体計測、心電図検査、胸部
X 線検査、血球数などの基本的血液検査が継続して実
施され、1980 年代以降これらの項目に加えて、より詳
細な血液検査項目が追加され、超音波検査などの特殊
検査も実施されるようになった。なお、AHS 集団設定
から約 60 年後の 2013 年 3 月末現在、全 AHS 調査対象
者 25,379 人のうち 9,178 人（約 36％）の対象者が生存
し、広島・長崎市あるいはその周辺地域である「連絡
区域」内に居住している対象者の 70－80％が健康調査
プログラムに参加している。
　被爆者の子どもの臨床調査に関しては、a）親の放射
線被曝と子どもにおける成人発症の多因子疾患（高血
圧、高コレステロール血症、糖尿病、狭心症、心筋梗
塞、脳卒中）の有病率との関連性を調べるために、
2000 年から 7 年間にわたって行われた「被爆二世健康
影響調査（有病調査）」を起点として、b）4 年に 1 回
の健康診断を通じて親の放射線被曝と子どもにおける
疾患の発生との関連を明らかにすることを目的に、
2010 年 11 月に「被爆二世臨床縦断調査（罹患調査）」
が開始された。健診項目は、AHS と同様、診察、身体
計測、心電図、血液検査、尿検査、便潜血検査、胸部
X 線検査、超音波検査や婦人科検診などである。
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【A】物理的線量測定

1. 被曝線量評価システム・残留放射線
（1）個人別被曝線量の評価
　放影研では、長期にわたり原爆被爆者の固定集団を
対象に健康影響を調査してきたが、観察された健康影
響と被曝放射線量の関係を解析するためには、健康調
査と共に、調査対象者の個人別・臓器別被曝線量を推
定する必要がある。従って、被曝線量推定作業は、放
影研における研究の根幹の一つを成すものである。こ
の個人別被曝推定線量を計算するのが被曝線量評価シ
ステムである。
　原爆放射線への被曝は、爆弾炸裂時に放出された

「初期放射線」によるものと、それより後に起こる「残
留放射線」によるものの 2 通りがある。「初期放射線」
は、核爆発で発生する一次放射線と、それにより生成
された火球内で続く二次核反応で放出される二次放射
線で構成され、直接放射線と呼ばれることもある。「初
期放射線」は中性子線と γ 線が主体であり、放射線被
曝は体表面に到達した放射線により数秒から数十秒間
というごく短時間のうちに起こった外部被曝である。
　以下に説明する通り、「残留放射線」の推定に必要な
情報の入手はほとんど不可能に近いことから、線量評
価システムでは初期放射線による個人別・臓器別被曝
線量だけを推定している。
　まず、「残留放射線」のうち「誘導放射線」に関して
は、実測値やそれを補完する計算方法などにより、お
よその環境中放射線量の時間・地理分布が判明してい
るので、個人別被曝放射線量を推定することが可能で
あるが、そのためには、「誘導放射線」が有意に高かっ
た原爆投下後少なくとも約 1 週間について、経過時間
ごとの、正確な滞在場所と滞在時間に関する個人別の
行動記録が必要となる。しかし、LSS が開始された被
爆後 10 年以上経過した時点では、対象者全員につい
て、このような誘導放射線による被曝の線量推定に使
えるだけの信頼性が高い情報の入手はほとんど不可能
であった。
　次に、「残留放射線」のうち大気中に拡散した放射性
微粒子の場合には、降下後の地理分布が一様でないこ
とに加え、地表降下後の風や地表水による再移動の結
果、分布が更に複雑になる。そのため、経過時間別の
放射線量地理分布は、一部の実測例を除いてほとんど

把握できていない。従って、被曝線量の推定は非常に
困難である。空気中の放射性物質の吸入量や摂取した
飲食物を介しての内部被曝線量の推定もほとんど不可
能だと言っても過言ではない。
　このような「内部被曝線量」を把握するには、ホー
ルボディカウンターを用いた実測や、染色体の検査、
歯のエナメル質の電子スピン共鳴法などによる生物学
的モニタリングを用いる以外にはない。ただしこれら
の方法は、適用上の制約があり、検出精度も高いとは
言えない。生物学的モニタリングでは、測定に用いる
試料の収集が被爆者の生存中に限られることに加え、
200 mGy 以下の被曝は正確には検出できないという制
約がある。また、ホールボディカウンターは、測定時
点での「内部被曝」を評価するもので、それまでの時
間経過に伴う放射線の減衰を考慮する必要があるのに
対し、生物学的モニタリングでは、測定時までに累積
した「外部被曝」と「内部被曝」の複合効果を評価す
ることになる。

（2）初期放射線による被曝線量推定の原理
　被曝線量の推定には、1）原爆による放射線の出力、
2）個々の被爆者の被爆地点に到達するまでの減衰（被
爆距離）、3）個々の被爆者の被爆の状況から決まる遮
蔽の三つを知る必要がある。これらを解明するために、

「Ichiban 計画」と呼ばれるネバダ砂漠での原爆実験に
よる実測を含むプロジェクトが実施された。このプロ
ジェクトでは、原爆の出力と大気中での減衰、家屋に
よる遮蔽効果を実測した。特に、最後の遮蔽効果を実
測するためには、当時の標準的建築材料を用いて建て
た日本家屋で遮蔽効果を測定した。輸送計算のために、
実測値を基にコンピュータによるシミュレーションが
行われた。
　個人別被爆（遮蔽）状況の調査は、放射線の減衰を
計算する上で必須の情報であるため、次に示すように
数次にわたって種々の調査票を用いて個人別の訪問・
面接調査が行われた。

（3）個人別被爆状況の調査
　個人別の被曝線量を推定するためには、個人別に、
被爆地点（爆心地からの距離）、その間の遮蔽物の有無

（丘陵などの地形、コンクリート建築物など）、家屋内
か外か、家屋内での被爆位置（窓など開口部からの距
離など）、被爆時の体位（立位か座位、爆心方向か否
か）、子どもか成人かなどの被爆状況を知る必要があ
る。このために、1949－1965 年にわたり、以下の 5 種

【4】 被曝線量の推定
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類の訪問・面接による聞き取り調査が行われた。
1）49 年調査票（1949 Radiation Census）
　1949 年から 1953 年 6 月まで調査員の野外面接調査
により実施。広島約 86,000 人、長崎約 95,000 人を対象
に、姓名・生年月日などの同定情報、被爆状況（位
置・遮蔽・体位・距離・座標）、被爆時および調査時の
住所、職業の情報を入手した。
2）被爆質問票（Radiation Questionnaire）
　1953 年 6 月から 1955 年末までの間、49 年調査票に
代わり、放射線障害をより詳しく調査するため設計さ
れたもので、広島約 26,000 人、長崎約 14,000 人を対象
に、同定情報、被爆状況、被爆症状歴として外傷・熱
傷症状、月経、被爆後の発病および現在の容態などを
調査した。
3）移住歴調査票（Migration Questionnaire）
　1955 年から 1956 年 1 月までの間、広島約 26,000 人、
長崎約 24,000 人を対象に、同定情報、現在の状態、被
爆状況、被爆時に一緒にいた人、入市状況、住所歴、
家族の被爆状況などを調査した。
4）基本調査票（Master Sample Questionnaire）
　基本的集団の構築に必要な情報を得るため、1956 年
4 月から 1961 年 11 月までの間、広島約 138,000 人、長
崎約 23,000 人を対象に、同定情報、被爆状況、被爆時
に一緒にいた人、住所歴、家族の被爆状況、原爆症状
歴、症状、月経、現在の容態を調査した。被爆質問票

（RQ）と移住歴調査票（MQ）をまとめた調査票であ
る。
5）遮蔽物調査記録（Shielding History）
　1954 年 2 月から 1965 年 8 月にかけて、推定被曝線
量算定の基礎となる遮蔽情報を入手するため、主要調
査対象者のうち、広島は爆心地から 1,600 m 以内の全
員および 1,600－1,999 m の 30％、長崎は 2,000 m 未満
の全員について、正確な被爆地点を示す見取図、建物
内での被爆に対しては場所・体位・爆央に対する方向
および室内の遮蔽物を図示した 1/100 縮尺の平面図、
平面図を基に投影図法によって作成した断面図の 3 点
を作成した。調査記録数は、広島約 20,400 件、長崎約
8,500 件である。

　以上のうち、4）が最も網羅的で 5）が最も詳しい。

（4）被曝線量評価システムの歴史
　上記の情報を基に、個人別被曝線量を推定計算する
システムは、下記のように 4 回にわたり改訂が行われ、
内容が大幅に改良されてきた（2 桁の数値はいずれも
発表年）。

T57D	 暫定的な推定方式。ほとんど使用されなかっ
た。

T65D	 T57D の改良版。Ichiban 計画の実測値に基づく
推定方法。

DS86	 電子計算機の発達により、建築物や人体そのも
のの遮蔽を考慮に入れた、中性子と γ 線の動態
をシミュレーションできるようになり、被爆者
ごとに、被爆位置、遮蔽状態、被爆体位の情報
を与えることにより 15 の臓器別被曝線量を計
算できる完成度の高いシステム。

DS02	 DS86 発表後、広島の場合、特に爆心地から
1,500 m 以遠の所で、中性子による放射化物の
実測値と DS86 による計算値とが合わないとい
う問題提起が行われ、これ以外の問題点の改善
も含めて DS02 が誕生した。1,500 m 以遠での
中性子線量の計算値と実測値の不一致は、爆発
高度を 20 m 高くすることで解決した。また、
その後の被爆建築物などから得られた試料の放
射化物測定精度の向上により、1,500 m までの
測定値は計算値とよく一致した。

　現在、放影研で使用しているのは DS02 で、これを
使用して LSS や AHS などにおける放射線被曝の健康
リスク評価を行っている。LSS 集団の被曝線量別人数
は表 2（5 ページ）の通りである。

（5）「残留放射線」がリスク評価に及ぼす影響
　放影研は、被爆者など 12 万人を対象とする LSS の
結果として、これまで被曝放射線量とがん発生（死亡）
頻度の関係を表す放射線リスクを発表してきた。これ
らのデータは国際的に高く評価され、放射線防護基準
制定の基礎データとして活用されている。このリスク
計算には「初期放射線」による被曝線量のみが用いら
れている。もし、「残留放射線」の影響が無視できない
ほど大きいものであれば、その程度に応じてこのリス
クデータの信頼性は下がることになるが、放影研はこ
れまでに「残留放射線」の影響が無視できる程度に少
なかったと考えられる証拠を以下のように提示してき
た。
1）広島・長崎に投下された原子爆弾による放射線量に
ついては、放影研をはじめ多くの研究者によって解析
されている。このうち、世界各地で実施された後年の
原爆実験より前の、つまり地球全体が放射性降下物の
影響を受ける以前で、かつ、「残留放射線」量の実測が
可能であった原爆投下後数年以内に実施された研究結
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果については、線量評価体系 DS86 の第 6 章5 にその総
括が掲載されている。この大部分の測定は 1945 年 8 月
から 11 月に実施され、その一部が広島地方を襲った台
風以前に行われたことは特筆に値する。その他を含め
た研究結果から、「残留放射線」量は「初期放射線」量
の推定誤差の範囲内にあることが示されている。
2）このうち、「誘導放射線」に関しては前述の通り、
原爆投下後の経過時間別の線量地理分布が分かってい
るので、投下直後の行動に関していろいろな事例を想
定して、被曝線量のシミュレーションが行われている。
表 3 は爆心地付近に早期に入市した場合の被曝線量の
試算結果の例である。この表では、爆心地に極めて近
い場所で数日以内にかなり長時間滞在した条件を示し
た。例えば原爆投下の翌日、爆心地から 500 m の所に
12 時間滞在したとすると、広島での「誘導放射線」被
曝線量は約 15 mGy、長崎では 3 mGy と計算されてい
る。また、もし爆心地から 1,000 m の場所に滞在した
とすると被曝線量はわずかとなる。

ていた 99 人から成る部隊について、広島大学や放影研
などが協力して被曝線量の推定計算を行った。その結
果、大部分の被曝は「誘導放射線」によるものであり、
その推定被曝線量は、染色体異常の頻度やコンピュー
タによるシミュレーションで最大 100 mGy、全隊員の
平均値は 13 mGy という結果が得られている。また、
昭和 20 年 8 月から 42 年間にわたるこの 99 人の死亡調
査では、全死因とがんに関して、いずれも全国平均と
比べて差は認められなかった。
4）このほか、「残留放射線」被曝の調査事例として、
LSS の一部である早期入市者の死因調査がある。これ
は、原爆投下後 1 カ月以内に広島・長崎市に入市した
4,512 人についての 1950 年から 1978 年までの死因調査
で、その結果、死亡数（全死因およびがんによる）が
増加している証拠はなかった。原爆が投下された当日
は二次火災のため爆心地付近には近寄れなかった事実
を考慮すると、上記の賀北部隊の被曝線量が最大レベ
ルのものであったと考えられる。
5）「内部被曝」を考慮した調査としては、広島・長崎
を通じて放射性物質の降下量が最も多かった長崎市の
西山地区の 1969 年、1970 年、1971 年に実施された長
崎大学の岡島俊三らとの共同研究結果がある。7 これは、
まずこの地区で最も被曝線量が高かったと考えられる
地域住民の面接調査を行い、地元の野菜や飲料水の摂
取があるなど、「内部被曝」が高かったと考えられる住
民 50 人を対象にしたものである。西山地区の住民は、
地元の農産物の摂取により、長崎原爆の降下物である放
射性同位元素セシウム 137（Cs-137；物理的半減期が 30
年の主同位体）による低レベルの線量に継続的に被曝し
た。農作物が栽培される土壌の Cs-137 関連レベルは、

（物理的半減期崩壊と同位元素を有する鉱物の土壌から
の環境的浸食に由来する）約 7 年の半減期により時間と
共に減少した。ホールボディカウンターで「内部被曝」
線量（セシウム 137）を測定した結果について、一部の
人たちの 1981 年の再測定から推定した半減期 7.4 年を
基に計算した 1945 年から 1985 年までの 40 年間の積算
線量は、男性 100 μGy、女性が 80 μGy で、これは世界
保健機関（WHO）が発表した世界の自然放射線 40 年分
の被曝線量の 1,000 分の 1 程度という低い値だった。
　放影研の放射線リスク算出には、前述の通り「初期

表 3．広島・長崎における早期入市者の被曝線量推定値

入市日a
爆心地からの距離別荷重吸収結腸線量 （mGy）

200 m 500 m 700 m 1,000 m 1,500 m

広島
　2日目b 82 15 3 <0.5 <0.5
　3日目 40  8 2 <0.5 <0.5

長崎
　2日目 18  3 1 <0.5 <0.5
　3日目  9  1 <0.5 <0.5 <0.5

a この表の被曝線量推定値は、爆心地からそれぞれの距離
に午前 6時 15 分から入り、その後 12 時間そこに滞在し
たと仮定した場合の計算値である。

b 2 日目は被爆翌日、3日目はその次の日。4日目以降の推
定値は毎日ほぼ半減していく。

3）実際に「残留放射線」に被曝した集団を調査した事
例としては、NHK による賀北部隊の調査報告例があ
る。6 これは東広島市の予備役兵約 250 人により編成さ
れた救援のための臨時部隊で、原爆翌日の 8 月 7 日か
ら 13 日までの間、爆心地付近で瓦礫の片付けなどの救
援活動に従事した。この期間の行動記録が克明に残っ

注：Cs-137 半減期
物理的半減期：30 年
環境的半減期：7.4 年
生物学的半減期：100 日（生物学的半減期は被曝者の年齢に依存する。幼児や小児では約 30 日と推定される）。生物
学的半減期は、一度摂取した放射性または非放射性のセシウムなどの物質が生物学的過程によって体内から排除され
る割合のことである。これは、食品中のセシウムを継続的に摂取した場合の平衡量を決定する主要な因子である。
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放射線」の推定値のみが用いられているが、DS02 に基
づく個人別被曝線量推定値には約 35％の誤差があると
されている。その誤差の最大の要因は、被曝線量推定
のために行われた遮蔽調査の聞き取り誤差（不確実性）
だと考えられている。
　放影研での原爆放射線によるがん罹患・死亡などの
リスク評価は、1－4 Gy という高線量に被曝した方々
のリスク推定値が、被曝線量に対して明確な量反応関
係を示していることに立脚している。10－100 mGy 程
度と見積もられる「残留放射線」に被曝した人たちの
リスク推定値は誤差の範囲に入ってしまい、科学的評
価は困難である。
　このように、「残留放射線」は「初期放射線」と比べ
てかなり小さな値であり、かつ推定誤差が大きいので、
この情報を加えたとしても、推定リスクに大きな変化
は想定されず、リスクの推定精度を上げる効果も期待
できない。また、リスク計算の分子として用いられる
がん死亡やがん発生数は、被曝放射線量を推定する作
業とは独立して、死亡届やがん登録を経て入手された
数である。もしリスク計算の分母となる被曝放射線量
が、「残留放射線」を除いたことにより実際の被曝線量
より低めの数値だったとすると、がんのリスクはその
分高めに評価されることになる。放射線障害の防護基
準策定に当たって高めのリスクを用いることは、防護
上安全側に働くことになる。

2. 内部被曝の生体影響
　「残留放射線」による被曝の中でも、特に「内部被
曝」については、チョルノービリ（チェルノブイリ）
の子どもに甲状腺がんが多発したことなどにより、福
島原子力発電所の事故以来社会的関心が高まっている。
チョルノービリ事故では、旧ソ連時代に放射能汚染の
事実が隠蔽されていたことにより、牧草飼料経由で放
射性物質が再濃縮された牛乳を知らずに摂取してし
まったことに加え、予防剤であるヨウ素剤も使用され
なかったことが被害を拡大した大きな要因であった。
　「内部被曝」は「外部被曝」と異なり、いったん体内
に取り込まれた放射性物質は、物理的半減期に応じた
放射線量の減少はあるものの、体外に排出されない限
り放射線被曝が継続する。従って、放射性物質の体内
への取り込みを極力防ぐことが肝要であるが、それは、
内部被曝が外部被曝よりも危険であるという科学的根
拠にはならない。また、「内部被曝」も「外部被曝」も
ともにがん発症などの後影響に寄与し得ると考えられ
ている。

　重要なことは、どちらの場合でもリスクの大きさは、
がん発症の当事者たる細胞（組織の幹細胞と考えられ
る）が受ける放射線の量に依存し、被曝が外部か内部
かの問題ではないということである。「外部被曝」の場
合には、皮膚や途中に介在する体内組織による遮蔽効
果まで考慮して、目的とする臓器の線量が計算される。

「内部被曝」の場合には、甲状腺とヨウ素の関係のよう
に、放射性核種（元素）によって体内での代謝が異な
り、体内分布に偏りが生じる場合がある。これらをす
べて考慮した上で、目的臓器における被曝線量が同じ
であれば、「内部被曝」も「外部被曝」もリスクの大き
さに違いはないのである。ヒトを対象とした「内部被
曝」と「外部被曝」の発がん作用の比較に関する多く
の研究でも、これは明らかにされている。8

　「内部被曝」の場合、体内に取り込まれた放射性粒子
から放射状に放射線が発せられるので、その粒子の近
傍では線量が相当高くなることがあり得るが、局所的
に線量が高いことが直ちに発がんリスクに結びつくと
は言えない。それは、発がんに関係する幹細胞は臓器
や組織内に均一に存在している細胞ではないので、放
射性粒子のごく近傍に幹細胞が存在していなければ、
放出された放射線は、細胞がん化に関与しないで通過
してしまう。また、標的臓器の被曝放射線量が極めて
高い場合には、細胞自体が生きられず、がん化のリス
クはかえって低下する。このような知見から、国際放
射線防護委員会（ICRP）は、体内に取り込まれた放射
性物質（つまり「内部被曝」）によるがん化について、
放射性物質が全身に均等に分布した場合に「外部被曝」
と同等になり、放射性物質が偏在した場合にはむしろ
低下するのではないかとしている。
　この仮説については、次のような動物実験や調査で
実証されている。
・大量の動物を使った高精度の動物実験において、放
射性ヨウ素投与による「内部被曝」と X 線による「外
部被曝」とを比較して、同じ被曝線量であれば甲状腺
発がん頻度に差のないことが分かった。9

・以下のように、チョルノービリでの放射性ヨウ素摂
取による甲状腺がんのリスク推定値は、外部被曝研究
で得られた推定値と有意な違いはなく、少なくとも高
いとは言えない。
1） 医療用放射線や原爆放射線による「外部被曝」を

扱った五つの主要な調査を統合した研究で、1 Gy
当たりの甲状腺発がん相対リスクは 8.7 倍と報告さ
れている。10

2） チョルノービリにおける子どもの放射性ヨウ素によ
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る「内部被曝」に関する三つの主要な研究の結果か
らは、同じく 1 Gy 当たりの甲状腺発がん相対リス
クはそれぞれ 6.2、3.2 および 2.9 と報告されてい
る。11-13

【B】生物学的線量推定

1. 染色体異常
　染色体は細くて長い DNA 分子から構成されている。

細胞が放射線や発がん物質に曝されると、DNA が切れ
ることがあり、その切断端が再結合する際に元とは違
う形で修復が起こることがある。こうして染色体の形
に異常が作り出されたものを「染色体異常」と呼び、
これは細胞分裂の際に観察できる。染色体異常の頻度
は細胞が受けた放射線の量に比例して増加することか
ら、生物学的線量推定の指標として広く用いられてい
る。
　被爆者一人一人の物理学的推定線量を評価あるいは

図 3． ギムザ法で示された安定型染色体異常を持つ細胞頻度と推定物理線量（DS86）
との関係14

各点は被爆者個人のデータを示す（広島 n = 1,980、長崎 n = 1,062）。実線は線
量反応関係、破線はその 95％信頼区間、点線は 95％信頼区間に更に推定線量
に 50％の変動係数を想定した場合を示す。

0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0
1 2 3 4 0 1 2 3 4

a) 広島 b) 長崎

荷重吸収骨髄線量（Gy）

染
色
体
異
常
細
胞
頻
度

図 4．FISH法で標識された分裂中期細胞
左図は正常細胞を、右図は転座（矢印）を示す。染色体 1番、2番、4番は黄
色に、その他の染色体は赤に着色されるので、黄色と赤に着色された染色体の
間の転座をすべて正確に検出できる。
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図 5． 大臼歯の推定被曝線量と同一被爆者のリンパ球にお
ける転座頻度15

曲線は、リンパ球の in vitro γ線照射実験で得られ
た二動原体染色体の線量反応関係（二動原体染色体
と転座は同じ頻度で生じると考えられている）。矢
印は 15 歳時被爆者の親不知（智歯）の例で、被爆
当時はまだエナメル質が出来上がっていなかったた
め歯の吸収線量が 0 Gyになったと推定している
（智歯のできる時期には大きな個人差がある）。
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補完することを目的とした原爆被爆者についての染色
体調査は 1967 年に開始された。既に被爆後 20 年以上
が経過しており、比較的検出の容易な二動原体染色体
などの不安定型異常は、その構造的特性のためほとん
どが体内から失われていた（半減期が数年といわれて
いる）。このため、識別は難しいが時間経過による変動
がほとんどないと考えられた転座などの安定型異常が
調査の対象となった。ギムザ法による安定型染色体異
常頻度の調査は 1993 年まで約 25 年間行われ、広島・
長崎両市の原爆被爆者約 3,000 人から情報を得た（図
3）。14 結果を要約すると、①被爆後、数十年経過後も被
爆者の末梢 T リンパ球に安定型染色体異常が残存する
ことが確認された。②推定物理線量の増加に伴い、染
色体異常を持つ細胞の割合が有意に増加していた。
③推定物理線量に対し、染色体異常頻度は幅広く分布
していた。④線量反応の勾配は、広島の方が長崎より
有意に大きかった。⑤長崎工場内被爆者、屋外無遮蔽
被爆者（両市とも）の線量反応の勾配は日本家屋内被
爆者と比べて有意に小さかった。これらの結果は、安
定型染色体異常は被曝後長時間経過した後の生物学的
線量推定に利用可能であるが、原爆被爆者での結果に
は問題点もあることを示している。図 3 に見られるよ
うな推定物理線量に対する染色体異常頻度の幅広い分
布には、幾つかの理由が考えられた。すなわち、安定
型染色体異常の検出能力が観察者によって異なる可能
性、放射線感受性の個人差、医療放射線被曝の影響、
物理線量の推定誤差、物理線量計算に使われた聞き取
り情報（被爆位置、遮蔽状況）の誤差などである。
　染色体調査は 1994 年にギムザ法から FISH（蛍光 in 
situ ハイブリダイゼーション）法へ解析方法の変更を
行った。FISH 法は染色体に特異的な DNA プローブを
用いて特定の染色体を着色する方法で、転座などの交
換型異常を客観的かつ効率的に検出できる方法である

（図 4）。ギムザ法による調査は、広島と長崎の研究室
で別々に行われたため、その結果に観察者の異常検出
力の差が含まれる可能性を否定できなかった。そのた
め、FISH 法による調査は採血以外のすべての作業を広
島研究室で行うこととした。これまでの FISH 法によ
る解析結果で、広島・長崎の都市間差は大きく縮まる
ことが確認されており、以前ギムザ法で見られていた
都市間差は、研究室間の異常検出力の差によるもので
あった可能性が大きい。一方、推定物理線量に対する
染色体異常頻度のばらつきは、ギムザ法と同様に FISH
法でも大きく、遮蔽状況による線量反応の違いも認め
られている。

2. 歯エナメル質を用いた電子スピン共鳴 （ESR） 法
　歯エナメル質に残された CO2

－ラジカルを測定する方
法も、個人の受けた放射線量の評価に有用である。こ
の方法では、治療上の理由で抜かれた歯を提供しても
らい、エナメル質を分離して ESR あるいは電子常磁性
共鳴（EPR）でラジカル量を測定する。ESR の信号の
強さは受けた放射線の量に比例するので、急性被曝・
慢性被曝を問わず、物理学的な合計線量を直接測定す
ることができる。この方法は、チョルノービリ（チェ
ルノブイリ）事故などにおける被曝者の線量評価にも
利用されている。
　ESR 法では診断用歯科 X 線の被曝の影響が危惧され
たが、以下の実験からさほどの寄与はないものと判断さ
れた。すなわち、診断用 X 線は通常、口の外側から照射
されるので、1 本の歯を頬側（外側）と舌側（内側）に
分けて測定を行ったところ、大臼歯では両者の間に違い
はなかったからである。しかし前歯では、外側の ESR 信
号が内側から得られた信号よりもかなり大きい場合が少
なからずあった。15 これは診断用 X 線による被曝では説
明がつかず、太陽光に含まれる紫外線の可能性も指摘さ
れているが、原因は未解明である。16 原爆被爆者 60 人に
ついて、大臼歯から得られた推定線量と、同じ人のリン
パ球における転座頻度の関係を図 5 に示した。15 歯の推
定線量と転座頻度の関係は、in vitro リンパ球照射実験か
ら得られた予想線量反応曲線とおおむね一致していた。
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【A】原爆被爆者の調査結果

　放影研ではLSS集団での死亡および死因の調査結果、
AHS 集団での健診調査結果について定期的に報告書を
刊行しており、2013 年現在、LSS 報告書は第 14 報、17 
AHS 報告書は第 8 報18 を数えている。その他、個々の
専門的なテーマについての論文は数千件に及んでいる。
　原爆投下時に市内におり、DS02 線量が推定されてい
る 86,611 人を対象とした 1950－2003 年の死亡リスク
の報告17 では、期間中に死亡した人は 50,620 人で、1 
Gy 当たりの過剰相対リスク（ERR/Gy）は 0.22（95％
信頼区間［CI］：0.18, 0.26）と推定されている。表 4 に
LSS における被曝線量別の固形がんおよびがん以外の
疾患による観察死亡数と推定過剰死亡数を示す。17 0.005 
Gy 以上の LSS 対象者の固形がん死亡数 10,929 例のう
ち 527 例が、また、がん以外の疾患による 35,685 例の
死亡のうち 353 例が放射線被曝に関連した増加分と推

定されている。
　2008 年末時点での LSS 対象者全体の被爆時年齢別追
跡調査状況を表 5 に示す。2008 年末までに集団の 64％
が死亡したが、20 歳未満で被爆した人では約 70％が存
命であった。

1. 悪性腫瘍
（1）白血病と関連疾患
　白血病発生の増加は、原爆被爆者において最も早く
認められた放射線被曝の後影響である。放射線被曝に
よる白血病のリスク上昇は被爆後約 2 年から現れたと
みられているが、LSS 集団は被爆 5 年後の 1950 年から
追跡が開始されたため、それ以前の期間については
データがない。LSS 集団における推定では、リスクの
増加は被爆後 7－8 年にピークに達した後減少し続けて
いるものの、被爆後 50 年を過ぎても完全に消失しては
いないとみられる。また、若年被爆者ほどリスクの上
昇は大きく、ピークを迎えた後の減少も急激である

（図 6）。19 白 血 病 の 4 大 病 型（急 性 骨 髄 性 白 血 病
［AML］、急性リンパ性白血病［ALL］、慢性骨髄性白

表 4．LSS集団における固形がんおよびがん以外の疾患による観察死亡数と推定過剰死亡数17

結腸線量
（Gy） 対象者数 人年

固形がん がん以外の疾患 b

死亡数 過剰死亡数 a 寄与割合（％） 死亡数 過剰死亡数 a 寄与割合（％）

<0.005 38,509 1,465,240  4,621   2  0.0 15,906   1  0.0
0.005–0.1 29,961 1,143,900  3,653  49  1.3 12,304  36  0.3
0.1–0.2  5,974   226,914    789  46  5.8  2,504  36  1.4
0.2–0.5  6,356   239,273    870 109 12.5  2,736  82  3.0
0.5–1  3,424   129,333    519 128 24.7  1,357  86  6.3
1–2  1,763    66,602    353 123 34.8    657  76 11.6
2+    624    22,947    124  70 56.5    221  36 16.3

合　計 86,611 3,294,210 10,929 527  4.8 35,685 353  1.0

a 文献 17 で使用したモデルに当てはめて計算した推定過剰死亡数
b 非腫瘍性血液疾患はがん以外の疾患から除外した。

表 5．2008 年末における LSSの追跡状況

被爆時年齢（歳） 対象者数 生存（％） 死亡（％）

0–9  23,717 83.6  16.1
10–19  25,994 63.5  36.2
20–29  15,785 39.1  60.7
30–39  17,310  6.1  93.8
40–49  18,403  0.2  99.8
50+  19,112  0.0 100.0

合 計 120,321 36.2  63.6

【5】 人体への放射線影響：後影響
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血病［CML］、慢性リンパ性白血病［CLL］）のうち、
原爆被爆者においてリスク上昇が確認されているのは
CLL以外の 3 病型である。20 これら 3 病型の発生リスク
はいずれも被爆後 5－10 年にピークに達したとみられ
る。ALL と CML についてはリスクはその後減少し続
け、1960 年代以降ではほとんど見られなくなる一方、
AML については、2000 年以降もリスクは持続してい
ることが分かった。19 成人 T 細胞白血病／リンパ腫につ
いては、線量との関係は見られなかった。
　骨髄異形成症候群（MDS）については、長崎の被爆
者における調査の結果、被爆距離および被曝線量との
関連が示された。21 MDS は近年になって注目されてき
た病態であり、今後の長期的な観察が必要ではあるが、
AML と同様に長期持続の傾向を示しており、特に未成
年時に被爆した人では、生涯にわたりリスクが持続す
る可能性があるとみられる。
　放射線被曝と白血病リスクの線量反応関係としては、
直線よりも、上に凹型の線形二次モデルの当てはまり

が良いことが示されてきた。すなわち、放射線との関
連が見られていない CLL と成人 T 細胞白血病（ATL）
を除いた全白血病の 1950－2001 年の罹患についての解
析19 で、線量が高くなるほどリスク上昇が急になる上
に凹型の線量反応が示されており、30 歳で被爆した人
の 70 歳時の ERR の線形項の係数は 0.79（95％ CI: 
0.03, 1.93）、二次項の係数は 0.95（95％ CI: 0.34, 1.80）
で、1 Gy 被曝の ERR（ERR at 1 Gy）は 1.74 と推定さ
れている（図 7）。4 大病型の中では AML の頻度が最
も高いので、全白血病の結果は AML の結果を反映して
いると思われる。
　表 6 に LSS 集団内での骨髄線量別の CLL と ATL を
除く全白血病の観察罹患数、推定過剰罹患数を示す。
線量 0.005 Gy 以上の対象者の白血病罹患数 192 例のう
ち 94 例が放射線被曝に関連すると推定され、寄与割合
は 49％である。1 Gy 以上の高線量被曝者に限ると、64
例のうち 57 例が放射線被曝に関連すると推定され、寄
与割合は 89％である。
　悪性リンパ腫については死亡調査17 において、男性
で有意なリスクの上昇が認められている（ERR/Gy = 

表 6．LSS集団における CLLおよび ATLを除く全白血病の観察罹患数と推定過剰罹患数19

線量（Gy） 人年 平均線量
（Gy） 罹患数

推定罹患数 *

自然罹患数 過剰罹患数

<0.005 2,039,093 0.0006 120 116.9  0.1
0.005–0.1 957,889 0.03  63  60.7  3.6
0.1–0.2 201,935 0.14  16  13.7  4.1
0.2–0.5 206,749 0.32  25  13.6 11.1
0.5–1 117,855 0.71  24   7.5 18.2
1–2 64,122 1.37  35   4.0 28.4
2+ 25,761 2.68  29   1.5 28.6

合　計 3,613,404 0.10 312 217.9 94.1

* 文献 19 で使用したモデルに当てはめて計算した推定罹患数

図 6．1 Gy被曝による白血病（CLLおよび ATLを除く）
の男女平均過剰相対リスクの被爆時年齢および被爆
後経過時間による変化19
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0.70、95％ CI: 0.08, 1.7）が、女性ではリスクの上昇は
なかった（ERR/Gy = –0.18、95％ CI: –0.21, 0.24）。
罹患調査19 でも、日本での悪性リンパ腫のおよそ 90％を
占める非ホジキンリンパ腫に対する男性の ERR/Gy = 
0.46（95％ CI: –0.08, 1.29）はほぼ有意であったが、女
性ではリスクの上昇は認められていない（ERR/Gy = 
0.02、95％ CI: <–0.44, 0.64）。男性と女性の結果に差
がある理由は不明である。
　多発性骨髄腫のリスクは死亡調査17 において男性の
ERR/Gy は 0.11（95％ CI: –0.28, 1.6）と有意でなく、
女性で有意なリスクが観察されている（ERR/Gy = 
0.86、95％CI: 0.02, 2.5）。一方、罹患調査19 では性によ
るリスクの差はなく、有意なリスクの上昇は認められ
ていない（ERR/Gy = 0.38、95％ CI: –0.23, 1.36）。

（2）固形がん
　全固形がんについては 1950－2003 年の死亡リスクの
報告がある。17 乳がん、甲状腺がん、皮膚がんなど致死
性の低いがんのリスク評価は罹患で行う方が望ましい
ので、1958－1998 年の固形がん罹患調査の結果22 を主
に紹介する。原爆投下時市内不在者および DS02 線量
が推定されている原爆投下時市内にいた対象者のうち、
広島・長崎でがん登録が開始された 1958 年に生存して
おり、かつ、それ以前にがんの診断を受けていない
105,427 人から観察期間内に 17,448 例の初発の原発固
形がんが同定された。原爆被爆者の発がんリスクは性、
被爆時年齢、到達年齢（被爆からの期間）により変動
する。図 8 は男女平均の全固形がんの ERR と過剰絶対
率（EAR）の到達年齢による変化を被爆時年齢別に示
したものである（ERR、EAR については『用語解説』

［42 ページ］参照のこと）。22 同じ到達年齢でも被爆時

年齢が若い方が ERR、EAR ともに高く、若年の方が放
射線感受性が高いことを示唆している。ERR は到達年
齢と共に減少しているが若年被爆者ほど減少が急であ
る。高齢で被爆した人では減少度は小さく ERR はほぼ
一定である。被爆しなかった場合のがん罹患率が到達
年齢と共に上昇するのに伴い、EAR は到達年齢と共に
上昇している。
　LSS 集団の被曝線量は非常に低い線量から 4 Gy あた
りにまで及んでいる。1958－1998 年の固形がん罹患調
査で示された線量反応は 2 Gy 未満では被曝線量と共に
上昇しており、直線関係を示唆しているが、2 Gy 以上
では上昇がやや緩やかになっている（図 9）。22 非線形
性は有意ではなく、上昇が緩やかになっている理由は
明らかではないが、線量推定の不確実性、または細胞
致死効果（高線量により細胞が死ぬのでがんを発症し
ない）によるものと推測されている。また、ある一定
の線量までリスク上昇がないとする閾値モデルも検討
されているが、線形モデルとの比較において有意な適

図 8．被爆時年齢 10 歳、30 歳、50 歳における固形がん罹患男女平均過剰相対リスク（ERR/Gy）と過剰絶
対率（EAR/10,000 人年・Gy）の到達年齢による変化22
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合度の改善は見られず、閾値が存在したとしても 0.085 
Gy を超えないと推定されている。
　原爆被爆者は、喫煙など放射線以外の発がん要因に
も曝露されており、被爆者に発生したがんのすべてが
原爆放射線に起因しているものではない。従って原爆
被爆者のがん罹患に対し、原爆放射線が寄与している
割合がどの程度であるかを表すことは重要である。表
7 に LSS における被曝線量別の全固形がん観察罹患数
と推定過剰罹患数を示す。22 0.005 Gy 以上の LSS 対象
者の全固形がん症例数 7,851 例のうち 850 例が放射線
被曝に関連した増加分と推定され、寄与割合は 11％で
ある。2 Gy 以上の放射線に被曝した対象者に限ると、
全固形がん症例数 185 例のうち 111 例が放射線被曝に

よる増加分と推定され、寄与割合は 61％である。
　図 10 に性、年齢、被爆時年齢、都市を調整した全固
形がんと部位別のがん罹患に関する ERR/Gy とその信
頼区間を示した。22 前述のように、ERR は性、被爆時
年齢、到達年齢により異なるので、これ以降、特別な
記載がない限り被爆時年齢 30 歳、到達年齢 70 歳の男
女平均リスクを示す。
　全固形がんの ERR/Gy は 0.47 で、1 Gy に被曝した
人のがん罹患率は被曝していない人と比較して 47％上
昇すると推定されている。図に示すように、口腔、食
道、胃、結腸、肝臓、肺、皮膚（黒色腫以外）、乳房、
卵巣、膀胱、中枢神経、甲状腺などほとんどの部位で
がんのリスクが有意に上昇している。膵臓、前立腺、

表 7．LSS集団における固形がん観察罹患数と推定過剰罹患数22

線量（Gy） 対象者数 人年 罹患数 自然罹患数 a 推定過剰罹患数 a 寄与割合

<0.005  60,792 1,598,944 9,597  9,537   3  0.0％
0.005–0.1  27,789 729,603 4,406  4,374  81  1.8％
0.1–0.2   5,527 145,925 968    910  75  7.6％
0.2–0.5   5,935 153,886 1,144    963 179 15.7％
0.5–1   3,173 81,251 688    493 206 29.5％
1–2   1,647 41,412 460    248 196 44.2％
2–4     564 13,711 185     71 111 61.0％

合　計 105,427 2,764,732 17,448  16,595 b  853 b 10.7％c

a文献 22 で使用したモデルに当てはめて計算した推定罹患数
b整数表示のため上記の合計とはならない。
c寄与割合は 0.005 Gy以上での固形がん罹患数に占める推定過剰罹患数の寄与を示す。

図 10．LSS集団における被爆時年齢 30 歳の人が、70 歳に達した時の 1 Gy当たりの部
位別がん罹患率の過剰相対リスク（男女平均）。22 横線は 90％信頼区間を示す。
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腎細胞癌の ERR は統計学的に有意ではない。22 これら
は、部位により放射線感受性が異なることを示唆して
いるとも考えられるが、すべての部位で信頼区間は重
なっており、部位により ERR が異なるとは統計学的に
は言えず、解釈に注意を要する。先に述べた白血病の
ERR および推定過剰罹患数と、全固形がんの ERR お
よび推定過剰罹患数を比べると、1 Gy 被曝の ERR は
白血病が大きく、推定過剰罹患数は固形がんが多い。
これは白血病が固形がんに比べてまれな疾患であり、
放射線との関連は強いものの、集団への影響の大きさ
は固形がんの方が大きいことを示している。

（3）部位別がんリスク
a. 胃がん
　胃がんは近年まで日本人において最も罹患率の高い
がんであった。LSS 集団の中でも確認されている死亡
数、罹患数が最も多いがんである。胃がんのリスクに
ついては、死亡調査（ERR/Gy = 0.33、95％ CI: 0.17, 
0.52）17 およびがん罹患調査（ERR/Gy = 0.34、90％ CI: 
0.22, 0.47）22 ともに、被曝線量の増加に伴う有意なリス
クの上昇が観察されている。がん罹患調査において、
ERR は男性（ERR/Gy = 0.21）に比べて女性（ERR/ 
Gy = 0.47）で大きかったが、EAR は男性（1 Gy 被曝、
10,000 人年当たり 9.4 例）、女性（同 9.7 例）と差はな
く、ERR の男女差は、男性の胃がんのバックグラウン
ドリスクが女性に比べて高いことによると考えられる。
　郵便調査により得た情報を用いた研究23 では、喫煙
と教育歴を考慮した解析を行っている。1 Gy 以上被曝
した群での相対リスク（RR）は 1.71（95％ CI: 1.27, 
2.30）で、被曝線量の増加に伴い RR が上昇する有意
な関連が見られた。
　1981－2002 年の AHS に参加し血液が保存されてい
る対象者で、血液採取以前のがんの既往がないなどの
条件を満たした 4,690 人から発生した胃がん 200 例を
腸型、びまん型に分けて放射線被曝との関連を調査し
た研究も行われている。24 放射線被曝はびまん型胃癌と
の関連は有意であった（ERR/Gy = 0.33、95％ CI: 0.03, 
0.83）が、腸型胃癌との関連は認められなかった

（ERR/Gy = –0.06、95％ CI: –0.19, 0.21）。また、免疫
抑制関連遺伝子であるインターロイキン 10 （IL-10） の
遺伝子型を調べると、IL-10 遺伝子の野生型ホモ接合体
においてのみ放射線被曝とびまん型胃癌との間に有意
な 関 連 が 認 め ら れ（ERR/Gy = 0.46、95％ CI: 0.02, 
1.43）、変異型ホモ接合体では放射線被曝の ERR 推定
値がほぼ 0 で統計的有意性は見られなかった。従って、

IL-10 遺伝子の変異型はびまん型胃癌の放射線被曝によ
るリスクを減らすように作用するのかもしれない。こ
の結果は、IL-10 遺伝子多型が放射線関連びまん型胃癌
リスクの個人差に関与することを示唆している。

b. 大腸がん
　結腸がんは LSS 集団で罹患数が 3 番目に多いがんで
ある。22 結腸がんのリスクは死亡調査（ERR/Gy = 0.34、
95％ CI: 0.05, 0.74）17 およびがん罹患調査（ERR/Gy = 
0.54、90％ CI: 0.30, 0.81）22 のいずれにおいても放射線
被曝による有意な増加が見られている。死亡調査の
ERR は男女でほぼ同じであったが、罹患調査では、女
性の男性に対するリスク比（F/M）が 0.5 であった。
死亡調査と罹患調査との間で、男女のリスク比に不一
致が生じる原因は分かっていない。肥満は結腸がんの
リスク因子と考えられているが、肥満度指数（BMI）
を考慮した結腸がん罹患の ERR/Gy は 0.53（95％ CI: 
0.25, 0.86）であり、BMI による放射線影響の大きさの
変化は認められなかった。25 直腸がんについては死亡調
査（ERR/Gy = 0.17、95％ CI: <0, 0.64）、17 がん罹患調
査（ERR/Gy = 0.19、90％ CI: <0, 0.47）22 ともに放射線
被曝との有意な関連は見られていない。

c. 肝がん
　肝 が ん の リ ス ク は 死 亡 調 査（ERR/Gy = 0.38、
95％ CI: 0.11, 0.62）およびがん罹患調査（ERR/Gy = 
0.30、90％ CI: 0.11, 0.55）22 において放射線被曝に伴う
有意な上昇が認められている。保存組織を用いた症例
対照研究26 では、肝硬変を伴わない対象者で放射線被
曝と C 型肝炎ウイルス（HCV）感染の間に肝細胞癌リ
スクに対する強い相乗的相互作用が認められた。AHS
対象者の保存血清を用い、飲酒、肥満および喫煙を考
慮したコホート内症例対照研究27 も行われており、B
型肝炎ウイルス（HBV）感染者および HCV 感染者を
除外してその他のリスク因子を考慮した解析において
も、肝臓線量 1 Gy における非 B 非 C 型肝細胞癌の相
対リスクは 2.74（95％ CI: 1.26, 7.04）であった。この
ことから、放射線被曝は独立して肝細胞癌のリスク増
加に寄与し、HCV 感染に関連したリスクに対しては相
乗的に働くと思われる。

d. 肺がん
　肺がんについては、死亡調査（ERR/Gy = 0.75、
95％ CI: 0.51, 1.03）、17 がん罹患調査（ERR/Gy = 0.81、
90％ CI: 0.6, 1.1）22 ともに放射線による有意なリスク上
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昇を示している。がん罹患調査22 では、ERR/Gy の男
女比（F/M）が 4.8 と比較的大きかったが、EAR/Gyの
F/M は統計学的に有意ではなかった。ERR で見られた
高い F/M は女性の肺がんベースライン率が男性に比べ
て低いことによると考えられる。また、他の多くの部
位と異なり、被爆時年齢の上昇に従って ERR が増加す
る傾向が見られた。これは喫煙率の上昇に伴う肺がん
罹患率の上昇に関連があると推察されている。
　肺がんの最も重要なリスク因子である喫煙を考慮し
た放射線の肺がん罹患率への影響調査28 が、病理組織
学的検討によって確認された LSS 対象者の 1,803 例の
肺がん症例に対する郵便調査から得た喫煙歴情報に基
づいて行われた。その結果、非喫煙者の放射線被曝に
よる ERR/Gy（30 歳で被爆後の 70 歳時のリスク）は
0.59（95％ CI: 0.31, 1.0）と推定された。線量反応関係
は線形からの逸脱は見られず、喫煙による調整後も被
爆時年齢と共に ERR が増える傾向は見られた。喫煙と
放射線の同時効果は、軽度から中度の喫煙者に対して
は超相乗的であるが、重度喫煙者に対しては、放射線
関連の過剰リスクがほとんど見られず、相加的あるい
は準相加的であった（図 11）。また、この集団の肺が
ん罹患数の約 3 分の 1 が喫煙に、約 7％が放射線によっ
て説明された。

e. 乳がん
　乳がんリスクは死亡調査（ERR/Gy = 0.90、95％ CI: 
0.30, 1.78）、がん罹患調査（ERR/Gy = 0.87、90％ CI: 
0.55, 1.3）ともに放射線被曝との有意な関連を示して
いる。

　また、20 歳未満の若年で被曝すると、到達年齢 20
歳以上 35 歳未満では、ERR/Gy = 16.8 と乳がん罹患リ
スクが著しく増加することが分かっている（図 12）。29 
LSS 集団で確認された乳がんの女性 196 人と、被爆時
年齢、都市および推定被曝線量が一致するように同集
団内から選んだ乳がんでない対照 566 人に面接調査を
行った症例対照研究では、若年での初回満期妊娠、多
産、総授乳期間が長いという、一般の集団において乳
がんのリスクを低下させる因子が、原爆放射線被曝に
よる乳がんのリスクを下げることが示された。30 初潮か
ら初産までの期間は女性の乳腺組織の発がん作用に対
する感受性が高いと考えられているが、LSS 集団にお
いては、初潮から初産までの期間と、初潮以前および

図 11． 喫煙頻度（1日当たりの喫煙本数）に伴う肺がんの過剰相対リスクの変化。28 20 歳で喫煙開始、30 歳で被
曝した場合の 70 歳時での男女平均リスク推定値を示す。パネル Aは非被曝の非喫煙者に対する過剰相対
リスクを表し、パネル Bは、同じ喫煙歴を持つ非被曝者に対する 1 Gy被曝での過剰相対リスクを表す。
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初産後の期間の放射線被曝のリスクを比較した研究で
有意な差は認められていない。31 病理組織学的検討を
行った研究では、これまでのところ被曝例と対照例の
病理学的所見間に差異は観察されていない。32

f. 泌尿器がん
　膀胱がんについては死亡調査（ERR/Gy = 1.19、
95％ CI: 0.27, 2.65）17 およびがん罹患調査（ERR/Gy = 
1.23、90％ CI: 0.59, 2.1）22 で、いずれも放射線被曝に
伴う統計学的に有意なリスクの上昇が見られている。
膀胱がんの ERR の被爆時年齢や到達年齢の違いによる
変化は、他の臓器のがんと比べて小さいとされている。
がん罹患調査における男女別の ERR/Gy は、男性で
0.61、女性で 1.86 と、女性のリスクが男性に比べて約
3 倍と高かった。喫煙、果物や野菜の摂取、飲酒およ
び学歴を考慮した解析も行われている33 が、これらの
因子を考慮する前後で放射線による ERR の推定値およ
び F/M 比に大きな変化はなかった。
　前立腺がんについては、死亡調査（ERR/Gy = 0.33、
95％ CI: <0, 1.25）17 およびがん罹患調査（ERR/Gy = 
0.11、90％ CI: –0.10, 0.54）22 ともに放射線被曝による
統計学的に有意なリスクの上昇は検出されていない。
リスクが検出されない背景要因として、前立腺がんは
高齢者に多く発症するがんであり、近年増加している
ものの、現在までの追跡期間では把握されている患者
数がまだ少ないことが指摘されている。

g. 脳および中枢神経系腫瘍
　脳および中枢神経系腫瘍のリスクは、がん罹患調査

（ERR/Gy = 0.62、90％ CI: 0.21, 1.2）22 において放射線
被曝との有意な関連を示している。1958－1995 年に診

断された中枢神経系腫瘍について病理組織学的検討を
行った研究34 では、中枢神経系腫瘍全体の ERR/Gy = 
1.2（95％ CI: 0.6, 2.1）と推定された（この研究では、
30 歳で被爆後の 60 歳時のリスクを推定している）。組
織 型 別 に は 髄 膜 腫 ERR/Gy = 0.64（95％ CI: –0.01, 
1.8）、神経鞘腫 ERR/Gy = 4.5（95％ CI: 1.9, 9.2）、膠
細胞腫 ERR/Gy = 0.56（95％ CI: –0.2, 2.0）、下垂体腫
瘍 ERR/Gy = 0.98（95％ CI: <–0.2, 3.5）であり、神経
鞘腫で強い線量反応関係を示していた。

h. 甲状腺がん
　甲状腺がんは頻度の高いがんではないが、放射線と
の関連が比較的強く、原爆被爆者調査でも、固形がん
の中では最も早い時期（被爆十数年後）に放射線被曝
との関連が明らかになったがんである。35 がん罹患調
査（ERR/Gy = 0.57、90％ CI: 0.24, 1.1）22 においても
放射線被曝に伴う有意なリスクの上昇が認められて
いる。更に最近の調査36 では、LSS 対象者 105,401 人
から病理組織学的検討によって確認された甲状腺が
ん 371 症例に基づいて解析が行われ、ERR/Gy は 1.28

（95％ CI: 0.59, 2.70）、EAR は 10 万 人 年・Gy 当 た り
29.5（95％ CI: 13.8, 49.6）症例と推定された（いずれ
も 10 歳で被爆後、60 歳時のリスク）。幼少期に被爆し
た人ほど、放射線と関連した甲状腺がんリスクは大きく、
生涯を通じてリスクが持続する可能性が認められる一
方、20 歳以降での被爆の明 らかな影響は見られなかっ
た（図 13）。また、20 歳未満で 5 mGy 以上の放射線に
被曝した LSS 対象者に発生した甲状腺がん（113 例）
のうち、36％が放射線被曝によるものと推定された。
　AHS 参加者への甲状腺検査を基にした有病調査37 に
おいても、甲状腺がんのリスクは被曝線量の増加に

図 13． LSS集団における甲状腺がんの放射線に関連したリスクの経時パターンおよび被爆時年齢による変動。36 左のパ
ネルは 1 Gy当たりの ERR、右のパネルは 10 万人年・Gy当たりの過剰絶対率を示す。すべての曲線および点
は男女平均推定値である。
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伴って増加しており、線形の線量反応関係が認められ
ている（1 Gy 当たりの過剰オッズ比 = 1.95、95％ CI: 
0.67, 4.92）。更に、甲状腺微小癌（長径 1 cm 以下）と
放射線被曝との関連も示唆されている。38

　また放影研では、分子腫瘍学的アプローチとして、
放射線被曝によって発生するがんの特徴を分子レベル
で調べている。正常な細胞は様々な遺伝子の異常が積
み重なることによってがんになると考えられている。
一般に、がん組織に特有な遺伝子の異常パターンがあ
るが、特に甲状腺がんでは、放射線に関連するがん組
織に特定のパターン（特定の遺伝子の特徴的な異常の
積み重ね）が高頻度に観察されている。例えば、成人
の被爆者に発生した甲状腺乳頭癌では、RET や ALK 遺
伝子などの遺伝子再配列が見られるが、このような遺
伝子再配列の異常を持つ甲状腺乳頭癌は、小児期に高
線量に被曝した生存者で多く観察される。39,40

2.	がん以外の疾患ならびに異常（血液疾患による
死亡を除く）

　原爆放射線のがん以外の病気に対する影響について
は、LSS 死亡データ（1950－2003 年）の解析により、
がん以外の疾患による死亡が被曝線量と共に統計学的
に有意に増加することが分かっている（循環器疾患
の ERR/Gy = 0.11、95％ CI: 0.05, 0.17、呼吸器疾患の
ERR/Gy = 0.21、95％ CI: 0.10, 0.33）。17 LSS死亡データ
だけでなく、AHS で実施される健診や特殊検査に基づ
いて、がん以外の病気に関する多くの情報が得られて

いる。心臓病や脳卒中をはじめとして、甲状腺の良性
腫瘍や副甲状腺機能亢進症、高血圧や腎臓病、肝臓病、
子宮筋腫および白内障に対して原爆放射線の影響によ
るリスク上昇が示唆されている（図 14）。
　がん以外の疾患について調査結果の解釈には幾つか
の注意点がある。第一に、LSS は死因のみを、一方
AHS は健診に参加した人を調査していることに留意す
べきである。例えば、くも膜下出血は発症例の 50％が
1 年以内に死亡すると報告されている脳の病気である
が、41 AHS の定期健診の間にくも膜下出血で死亡した
場合や、くも膜下出血後遺症のために健診に参加でき
ない場合には健診での発症の確認が不可能となる。一
方で LSS の死因調査では、発症後生存する 50％の症例
を捉えられない可能性がある。第二の注意点として、
戦後日本の生活習慣の急速な欧米化や医療技術の変化
が、病気の発生を修飾し調査結果の解釈を複雑にして
いることが予想されることが挙げられる。

（1）循環器疾患（心臓病、脳卒中）による死亡・発
生率

　循環器疾患は世界の死亡の大多数を占める病気であ
り、放射線被曝に関連するリスク上昇をどのように理
解するかが重要な点である。
　LSS 集団を対象とした 1950－2003 年の DS02 を用い
た最近の解析で、全期間の循環器疾患の死亡と原爆放
射線被曝に有意な関連を認め、脳卒中死亡は線形二次、
心臓病は線形の線量反応が認められた（図 15）。また、

図 14． 被曝線量 1 Gyの AHS対象者におけるがん以外の疾患発生の相対リスク（1958－1998 年）。18 
横線は 95％信頼区間を示す。
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細分類した病型別に見ると、高血圧性心疾患や心不全
死亡に有意な放射線影響が示唆されている。42 AHS 集
団での解析からはこのような関連は見られないが、40
歳未満で被爆した若い集団における心筋梗塞発生率に二
次関数の線量反応を示す可能性が示唆されている（1 Gy
被曝当たりの相対リスク 1.25［95％ CI: 1.01, 1.36］）。18 
脳卒中については、画像診断が普及して病型診断精度
が向上した期間（1980－2003 年）に DS02 を用いて解
析した結果、出血性脳卒中（脳内出血とくも膜下出血を
含む）においてのみ放射線被曝に関連するリスクの上
昇が見られたが、虚血性脳卒中にこの関連は認められ
なかった（表 8）。43 今後は、高血圧18 や脂質代謝異常、44 

腎臓病45 といった危険因子を介する循環器疾患リスク
上昇の可能性も考慮して、詳細な解析が必要である。

（2）肝疾患による死亡・発生率
　肝疾患の中で、これまでに肝硬変死亡や慢性肝疾患

（慢性肝炎、脂肪肝および肝硬変を含む）の有病率（図
14）について調査が行われた。
　LSS 対象者のうち腫瘍以外の全疾患死亡例を解析対
象とした報告によって、被曝線量に伴う肝硬変死亡リ
スクの増加傾向が認められたが、46-48 HBV および HCV
感染と飲酒を考慮した病理学的検討では、肝硬変にお
ける放射線影響は有意ではなかった。49 また、剖検診断

図 15． 循環器疾患による死亡の放射線量反応関係。42 縦線は 95％信頼区間を示す。
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表 8．脳卒中の年齢調整発生率43

被曝線量
（Gy） 対象者数

出血性脳卒中 ¶ 虚血性脳卒中

発生数 発生率 * 発生数 発生率 *

男性
 <0.05 1,539  33 12.2 112 40.5
 0.05–1 1,266  37 17.6  81 38.5
 1–2   376  13 21.4  20 34.9
 ≥2   130   5 25.2   8 46.3
 p値†   0.006   0.788
 合計 3,311  88 15.7 221 39.4

女性
 <0.05 2,765  66 13.1 173 34.4
 0.05–1 2,720  63 12.4 174 33.9
 1–2   531   8  9.3  33 39.8
 ≥2   188  10 41.9   6 27.9
 p値   0.098   0.930
 合計 6,204 147 13.1 386 34.4
¶ 出血性脳卒中は脳出血とくも膜下出血を含む。
* 10,000 人年当たりの発生率
† 傾向検定
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に基づく調査でも、肝硬変と放射線量の関連は有意あ
るいは示唆的であった。50-52

　AHS 対象者について、慢性肝疾患（肝硬変を含む）
で有意な線量反応関係を認めた。18,53 しかし、調査期間
中の国際疾病分類（ICD）コードルールの改変（1986
年）や腹部超音波検査の導入によって慢性肝疾患症例
数が顕著に増加していたことから、期間を 1986 年以降
に限ったところ、慢性肝疾患の相対リスクは有意では
なくなった（RR = 1.14［95％ CI: 0.84, 1.40］）。また、
慢性肝疾患を脂肪肝と脂肪肝以外に分類した場合、脂
肪肝のリスクのみ放射線量に示唆的関連を認めること
から（RR = 1.16［95％ CI: 0.99, 1.37］）、慢性肝疾患に
おける線量反応関係の有意性が脂肪肝と関連する可能
性が示唆されている。

（3）甲状腺疾患
　甲状腺の病気には結節（良性、悪性）が形成される
病気と、ホルモン分泌異常を来す甲状腺機能異常があ
る。一般に甲状腺の結節は高頻度に認められ、超音波
検査を用いた場合では平均すると約 20％の日本人の成
人に結節が発見されるといわれている。54

　甲状腺結節に関して、1970 年代と 2000 年代に 2 回
の横断調査が AHS で実施された。1974－1976 年には
広島・長崎の被爆時年齢 20 歳未満の対象者集団で甲状
腺触診が行われ、T65Dを用いた解析によって、100 rad
以上被曝群で甲状腺単結節（良性、悪性を含む）の頻
度が高いことが示唆された。2000－2003 年には超音波
検査（長径 1 cm 以上の結節に対して細胞診検査）を取
り入れた大規模な横断調査が 4,091 人に対して行われ
た。DS02 を用いた解析の結果、甲状腺良性結節の有病
率と甲状腺被曝線量の関連が認められた（過剰オッズ
比 1.53/Gy［95％ CI: 0.76, 2.67］）。なお、被爆時年齢
と甲状腺良性結節の 1 Gy 当たりの過剰相対リスクに負
の関連を認めたことから（p = 0.002）、甲状腺良性結節
は被爆時年齢の低下に伴って増加する可能性が示され
た。甲状腺機能障害（機能低下症と機能亢進症）は、
甲状腺被曝線量との明らかな関連を認めていない。37

（4）白内障
　眼組織では特に水晶体が放射線による影響を受けや
すいことが知られており、後影響としては水晶体の混
濁、すなわち白内障が重要である。原爆投下からしば
らくして、原爆被爆者に白内障の増加が認められたと
報告され、55 以降様々な研究者が原爆白内障について報
告している。56-58 この白内障は特異的な症状（後嚢下混

濁）を呈し、原爆放射線被曝との関係では、検出可能
な混濁の閾値として、慢性の曝露で 5 Gy、急性で
0.5－2.0 Gy とされてきた。59 近年、AHS 対象者の一部
に細隙灯顕微鏡検査、デジタル写真による調査を行っ
た結果、後嚢下混濁以外のタイプの白内障の増加も示
唆されたが、画像検査の質や診断基準の不統一などの
問題も指摘されており、今後の検討が必要である。

（5）婦人科疾患
　LSS 集団の女性を対象とする郵便調査では、放射線
被曝線量の増加に伴う自然閉経年齢の若年化が見られ
ている（図 16）。60 この調査で認められた人工閉経の若
年化は、AHS で認められた原爆放射線の影響による子
宮筋腫（子宮の良性腫瘍）の発生率増加によって説明
され得る（図 14［23 ページ］）。18 このように放射線の
卵巣機能への影響が示唆されているものの、原爆被爆
者の調査からは、放射線被曝による妊娠能力または出
産の可能性の低下を示唆する結果は得られていない。

図 16．自然閉経の累積発生率60
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（6）成長、発育、骨・運動器疾患
　ABCC－放影研では、若年被爆者の成長への影響を
観察するため、身体測定（身長、体重、胸囲など）が長
年にわたって行われてきた。調査の結果、幼児期の原
爆放射線への高線量被曝により成長遅滞を生じること
が明らかになっている。胎内被爆の場合、被曝線量が
1 Gy 未満の群では影響は明確ではないが、1 Gy 以上の
群では成人時の身長に約 6 cm の減少が見られる（1 Gy
当たりでは約 2.5 cm）。胎内被爆者では 10 歳の時点で既
にその影響が見られるが、その後は非被爆者との差が
大きくならないことから、思春期以降の身長の伸びに
は影響していないと考えられる。61 すなわち、小児被爆
の被爆時年齢別影響に関する解析によると、1 Gy 当た
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りの身長の減少の平均値は女性で 2.0 cm、男性で 1.2 
cm であり、10 歳の時点では、女性で 1.0 cm、男性で
0.6 cm であった。62 一般に女性では、初潮年齢が早いこ
とと身長の伸びに関連があることが知られているが、
初潮年齢に対する放射線の影響は見られなかった。
　このように、思春期までの活発に骨が成長している
時期に被爆した原爆被爆者の成長と発育に障害が報告
されているが、被爆者が高齢となってからの骨粗鬆症
や椎体骨折の有病率といった骨格にかかわる異常と原
爆放射線との関連は見られていない。63-65

（7）皮膚疾患
　原爆による熱線や火災、爆風、急性の放射線皮膚障
害などによって起こる熱傷、外傷、皮膚炎などは、原
爆被爆者の初期の皮膚障害として知られている。これ
らの障害は、当時の劣悪な衛生状況の下で治癒が遷延
化したと報告されている。66 また、50－70％の熱傷瘢痕
者に肥厚性瘢痕（いわゆる傷あと）あるいはケロイド

（傷あとが紅く盛り上がった状態）のいずれかを認め
た。67,68 被爆者を苦しめたこれらの皮膚症状は瘢痕組織
の過剰増殖であり、被爆後 3－4 カ月で著明となり 2－
3 年後をピークとして縮小した。
　ABCC は、1964－1966 年に AHS 集団の中の 10,650
人を対象として、臨床皮膚科有病率調査を実施した。69 
その結果、萎縮性瘢痕、色素沈着、色素脱失が高頻度
に見られ、上肢の毛細血管の細かい拡張が被曝線量と
共に増加する傾向が観察された。皮膚の加齢徴候と放
射線被曝との関連についても調べられたが、白髪と顔
面の老人性弾力線維症（皮膚の張りを保つ弾性線維が
破壊されて皮膚の張りを失う変化）の増加にのみ影響
が認められた。

（8）精神心理的影響
　広島・長崎への原爆投下は、人類が経験したことの
ない未曾有の惨事であった。身体障害だけでなく、人
間関係ならびに社会的・物理的環境の喪失や変化が精
神的心理的影響をもたらし、被爆者に心的外傷後スト
レス障害（PTSD）などが起こったと考えられる。ま
た、こうした精神心理的影響が、健康度の悪化の長期
継続に影響している可能性も考えられる。しかしなが
ら、原爆の精神心理的影響に関する研究ならびに報告
は多くない。
　1962－1965 年に AHS 集団に対して実施された、身
体症状の有無に関する自記式問診調査の結果を、被爆
距離と急性放射線症状の有無で解析したところ、近距
離で被爆し急性放射線症状を有した群で、様々な身体
症状、易疲労、恐怖や不安などの感情障害を訴える頻
度が最も高かった。70,71

　一方、自殺に関する 1950－1966 年の LSS 集団の解
析では、自殺率が被爆者で高いという結果は得られて
いない。72

3. 免疫系異常・炎症
　原爆被爆者に観察されている免疫系の変化は、主に
T リンパ球を中心とする適応免疫の低下と、軽度な炎
症状態である。軽度の炎症状態は、活性化された自然
免疫によると考えられている。放射線被曝による免疫
系の変化はどのような機序で起こるのか、また、免疫
系の変化が疾患発生にどのようにかかわるのか、多く
が未解決のままである。しかし、放射線関連の免疫系
の変化の多くは、加齢に伴って免疫機能が衰退してい
く様相（免疫老化）と類似している（図 17）。例えば、
加齢の結果、T リンパ球の産生が低下して血液中のナ

図 17．放射線被曝による免疫老化の促進
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イーブ T リンパ球（産生されて間もない、活性化され
たことのない T リンパ球）の数が減少するが、機能が
劣り抗原認識の多様性が低下したメモリー T リンパ球

（過去において活性化されたことがある T リンパ球）の
数は増加する。一方、原爆被爆者では被曝線量の増加
に伴うナイーブ T リンパ球のプールの減少やメモリー
T リンパ球の機能低下の可能性が報告されている。73-75 
また、一般的に、老化に伴って自然免疫系の細胞が産
生する炎症性蛋白質・サイトカインが増加し、炎症状
態の亢進が観察されるが、被曝線量の高い被爆者でも
これらの炎症性蛋白質・サイトカインの値が高いとい
う結果が得られている。76 従って、これらの結果から、
原爆放射線が免疫老化を促進させていることが示唆さ
れる。77-79

【B】胎内被爆者の調査結果

1. 知的障害
　疫学的研究や実験研究から得られる様々な所見から、
放射線被曝が胎芽および胎児の発達に悪影響を及ぼす
ことが知られている。広島・長崎の胎内被爆者の疫学
データは特定妊娠週齢における脳の発達障害の可能性
を示唆している。すなわち、大脳皮質発生期である
8－15 週齢で高線量の放射線に被曝した場合、重度の
知的障害または学業成績と知能指数（IQ）の低下に対
する放射線感受性が最も高く、また、てんかん発作が
多く発生する。受胎後 16 週齢以降 25 週齢で被爆した
人においても学業成績と IQ 低値および知的障害の過
剰発生が認められている（図 18、19）。DS86 線量推定

方式での評価の結果から、8－25 週齢の重度知的障害
には閾値が存在する可能性が示唆されている。なお、
受胎後 8 週未満や 26 週以降では胎内被爆の脳障害への
影響を示す証拠は見られていない。80

　8－15 週齢に被爆した知的障害者のうち 5 人に対し
て脳の磁気共鳴画像診断が行われ、5 人のうち 8－9 週
齢に被爆した 2 人に大きな異所性灰白質の領域を認め
た。この所見は、大脳発生過程における本来の機能部
位への神経細胞の移動ミスを示すものと考えられるこ
とから、この時期の胎内被爆によって脳の構造異常が
引き起こされる可能性が示唆されている。81

図 19． 胎内被爆者における子宮線量（DS86）および胎内週齢別平均 IQ。81 縦線は 95％信頼区間を示す。
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図 18． 胎内被爆者における被曝線量と胎内週齢別の重度
知的障害。81 縦線は 90％信頼区間を示す。
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2. 成長障害
　成長指標として、頭囲、座高や身長などの身体計測
値について、胎内被爆の影響が調査報告されている。
頭囲が小さいことは頭蓋の発育低下を示唆し、脳の発
育低下に影響する可能性がある。胎内被爆者で見られ
る知的障害と小頭囲との相関を調査するため、胎内被
爆者の頭囲が測定されている。9－19 歳に頭囲を測定
された 1,473 人の胎内被爆者のうち、62 人に小頭囲

（全集団の測定時年齢・男女別の平均値から 2 標準偏差
以上小さい）が見られた。小頭囲の頻度に対する放射
線影響は、受胎後 0－15 週で被爆した人に認められ、
16 週以上の人には小頭囲の頻度増加への明らかな放射
線影響は見られなかった。しかし、小頭囲の有無と知
的障害は必ずしも一致しないことから、小頭囲の発生
と知的障害の発生については発生学的な差があること
が示唆されている。82

　その他の身体計測値については、毎年行われた胎内
被爆者の身体測定の結果、小頭囲の対象者は頭囲だけ
でなく、座高や胸囲および成人時（18 歳）の身長、体
重が全体的に低下する現象が観察されている。83

3. 悪性腫瘍
　1958－1999 年（到達年齢 12－55 歳）のがん罹患調
査84 では、胎内被爆者の成人期の発がんリスクが有意
に上昇していることが示された（到達年齢 50 歳での
男女平均 ERR/Gy = 0.42、95％ CI: 0.0, 2.0）が、これ
は小児期被爆者の ERR（同 ERR/Gy = 1.7、95％ CI: 
1.1, 2.5）と比べて小さく、両者の EAR を比較した場
合、小児期被爆者では到達年齢の上昇と共に EAR が
著しく上昇するが、胎内被爆者ではほとんど変化せ
ず、胎内被爆者の到達年齢 50 歳の EAR/10,000 人年・

Gy = 6.8（95％ CI: 0.002, 48）は、小児期被爆者の同
EAR/10,000 人年・Gy = 56（95％ CI: 36, 79）と比べて
かなり低いことが観察された。従来、被爆時年齢が若
い方が放射線によるがんリスクが高く、胎内被爆では
更に高いだろうと考えられてきたが、現在までの結果
は、胎内被爆による固形がんの生涯リスクが小児期被
爆者よりも低い可能性を示唆している。（図 20）84

　しかし、胎内被爆者集団はがん好発年齢に差し掛
かったばかりであり、現在までに確認されたがん発症
数ならびにがん死亡は生涯を通じて予測される数の半
数以下にすぎない。発がんリスクの解明には、今後の
継続的な追跡調査が必要であると考えられる。

4. 成人期のがん以外の疾患
　胎内被爆者の成人期から 60 歳未満までのがん以外の
疾患に関する調査では、甲状腺疾患や白内障の有病率、
ならびに高血圧、高コレステロール血症、および心血
管疾患（脳梗塞、心筋梗塞）の発症に対する放射線影
響の証拠は観察されていない。85 しかしながら、調査時
の対象者の年齢が比較的若く、今後これらの疾患の発
症が増加する可能性もあるので、胎内被爆者に対する
追跡調査を更に継続することが重要である。

【C】被爆者の子どもの調査結果（遺伝的影響）

1. 出生時の障害（死産、奇形、新生児死亡）
　1948－1954 年にかけて、ABCC による大規模な新生
児調査が行われた。これは原爆放射線が被爆者の生殖
細胞に作用して、被爆者の子どもの出生時異常の頻度
増加につながった可能性を調査することを目的とした
ものであった。86

　この出生時調査では、広島と長崎の合計 77,000 人余
りの新生児について、生後 2 週間以内に医師による診
察が行われた。奇形の調査結果を表 9 に示す。 86 両親が
血縁関係にないことやその他の条件を満たした 65,431
人の新生児のうち、594 人（0.91％）に異常が認められ
たが、親の放射線被曝との関連は見られなかった。こ
の調査で認められた奇形は、無脳症、口蓋裂、内反足、
口唇裂（口蓋裂を伴う場合と伴わない場合の両方を含
む）、多指症、合指症などで、他の人口集団において
もしばしば観察されるものであり、頻度（0.91％）も
1922－1940 年に東京の赤十字病院で行われた一般集団
での調査結果（456/49,654 = 0.92％）に近かった。奇
形以外の死産、新生児死亡、9 カ月以内の死亡のいず
れも、親の放射線被曝による影響は示唆されなかった。

図 20． 胎内被爆者と小児期被爆者における固形がん罹患過
剰相対リスク （ERR/Gy） の到達年齢による変化84
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その後 DS86 線量を用いた再解析も行われたが、結果
は同じであった（表 10）。87 また、集団の一部について
は、生後 8－10 カ月目に再び診察が行われたが、その
診察で確認された奇形の頻度と親の被曝線量との間に
も関連は見られなかった。86

2. 性比
　親が放射線に被曝することにより精子・卵子の X 染
色体に致死性の突然変異が生じた場合、子どもの性比
に偏りが見られるのではないかと考えられ、被爆者の
子どもの性比について調査が行われた。86 初期の調査

（1948－1953 年）では、母親被爆の場合には被曝線量
の増加に伴い性比（女児 100 に対する男児の数）が
104.1 から 101.4 に低下し、父親被爆の場合には線量と
共に 104.1 から 106.4 へと増加しているように見えた
が、統計学的に有意ではなかった。性比に関する情報
はその後も 1962 年まで継続して収集されたが、最終的
に 14 万人余りについて得られた情報は、親の放射線被
曝と子どもの性比の間に有意な関連を示さなかった。

3. 染色体異常
　放射線被曝により生殖細胞に相互転座や逆位などの
安定型染色体異常が増加したかどうかを調査するため
に、被爆二世に関して広範な染色体分析が行われた。
しかし、親の放射線被曝により被爆二世における異常
が増加した可能性を示す証拠は得られていない。
　この調査では、両親の少なくともどちらか一方が爆
心地から 2,000 m 以内で被爆（推定線量が 0.01 Gy 以
上）している子ども 8,322 人と、両親とも爆心地から
2,500 m 以遠で被爆（推定線量 0.01 Gy 未満）したか、
あるいは原爆時に市内にいなかった子ども 7,976 人の
血液リンパ球における染色体分析が行われた。その結
果、被曝群では 18 人に、対照群では 25 人に安定型染
色体異常が認められた（表 11）。しかし、その後の両
親および兄弟姉妹の検査により、突然変異の大半は新
しく生じたものではなく、どちらかの親が保因者で、
子どもに遺伝したものであることが明らかとなった。
そして新たに生じた染色体異常は、被曝群、対照群い
ずれも 1 例ずつであり、発生頻度に差はなかった。合
計 16 例の異常については、親が死亡したか、調査への

表 11．原爆被爆者の子どもにおける安定型染色体異常88

対照群（7,976 人） 被曝群（8,322 人）

安定型異常を持った子どもの合計 25（0.31％） 18（0.22％）
両親のどちらかに由来 15（0.19％） 10（0.12％）
新たに生じた異常  1（0.01％）  1（0.01％）
両親の検査ができなかった例  9（0.11％）  7（0.08％）

表 9．両親の被爆状況と子どもの奇形の割合86

母親の被爆状況
父親の被爆状況

市内不在 低中線量 高線量

市内不在 294 / 31,904（0.92％） 40 / 4,509（0.89％） 6 / 534（1.1％）
低中線量 144 / 17,616（0.82％） 79 / 7,970（0.99％） 5 / 614（0.81％）
高 線 量  19 /  1,676（1.1％）  6 /   463（1.3％） 1 / 145（0.7％）

表 10．原爆被爆者の子どもにおける出生時異常（奇形、死産、出生 2週間以内の死亡）87

母親の荷重吸収線量 
（Gy）*

父親の荷重吸収線量（Gy）*

<0.01 0.01－0.49 ≥ 0.50

<0.01 2,257 / 45,234（5.0％） 81 / 1,614（5.0％） 29 / 506（5.7％）
0.01–0.49   260 /  5,445（4.8％） 54 / 1,171（4.6％）  6 / 133（4.5％）

≥ 0.50    63 /  1,039（6.1％）  3 /    73（4.1％）  7 /  88（8.0％）

* DS86 線量、中性子線の生物学的効果比（RBE）を 20 として計算。
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表 12．電気泳動移動度に変化を生じた突然変異89-91

対照群
（0.01 Gy未満）

被曝群*
（0.01 Gy以上）

調査した子どもの数  12,297  11,364
調査した遺伝子座数 589,506 544,779
検出した突然変異数       3       2
突然変異率／遺伝子／世代 0.5×10–5 0.4×10–5

* 親の平均線量（生殖腺線量）= 0.49 Gy（DS86）、中性子線の RBE = 20

表 13．酵素活性の低下した突然変異90

対照群
（0.01 Gy未満）

被曝群
（0.01 Gy以上）

調査した子どもの数  5,026  4,989
調査した遺伝子座数 61,741 60,529
検出した突然変異数      0      1
突然変異率／遺伝子／世代      0 2×10–5

協力が得られないかの理由で由来を決定できなかった
が、検査を受けた親と受けていない親の線量分布は類
似していた。

4. 蛋白質レベルの遺伝的影響調査とその後の
DNA 調査

（1）血液蛋白質の突然変異（1975－1985 年）
　1976 年当時は DNA の突然変異を直接スクリーニン
グする技術がなかったため、放影研では次の 2 種類の
突然変異蛋白質を指標として調査が行われた。一つは、
塩基対置換型突然変異によって起こる電気泳動上の

「まれ」な変異型で、一次元電気泳動法を用いて検出さ
れるものであった。他方は欠失型突然変異に起因する
酵素活性低下型の蛋白質変異であった。
　10 年間にわたり、LSS 集団に属する被爆者および非
被爆者の子どもの合計約 2 万 4 千人について、血液中
の 30 種の蛋白質を電気泳動法により検査し（表 12）、
そのうち約 1 万人については酵素活性低下変異型につ
いても調査が行われた（表 13）。親の合計生殖腺被曝
線量が 0.01 Gy 以上の子ども（被曝群）と 0.01 Gy 未満
の子ども（対照群）の 2 群に分類した結果、親の生殖
細胞に生じた突然変異に由来するものは電気泳動上の
変異型が 5 例（被曝群に 2 例、対照群に 3 例）、酵素活
性低下変異型が 1 例（被曝群）のみであった。
　これら蛋白質レベルの調査では、被曝群と対照群の
突然変異率に有意差は見られず、放射線の遺伝的影響
は検出されなかった。

（2）DNA 調査（1985 年－現在）
　両親またはその一方が 0.01 Gy以上被曝している 500
家族、およびいずれの両親も有意な被曝線量を受けて
いない 500 家族から成る 1,000 家族の親と、できるだ
け多くの子どもを対象とした被爆者家族の DNA 調査
のための検体を採取した。DNA は対象者の末梢血 B リ
ンパ球から樹立した培養細胞株から抽出している。今
後の DNA 解析技術の進化に伴い、より良い方法が確
立された時に対応できるように、培養していないリン
パ球や多型核白血球も保存している。これまでに予備
調査として、片方の親だけが高線量（0.5 Gy 以上）被
爆者である被曝群 50 家族と対照群 50 家族、計 100 家
族の DNA を用い、縦列型反復配列（STR）における突
然変異調査、DNA 二次元電気泳動法やマイクロアレイ
を用いた突然変異調査を行ってきた。
　ヒトゲノム中に多数存在する STR は短い塩基配列単
位が高度に反復している反復配列で反復回数の異なる
多型を示すことが多い。その中で、遺伝的に不安定で
自然に生じる突然変異率が高く、多型の出現率が高い
STR として、反復単位が 1－5 塩基対のマイクロサテ
ライトと 6－100 塩基対のミニサテライトが知られてお
り、いずれも、比較的少ない対象者で放射線の影響を
観察できる可能性が考えられた。ヒトで特に多型の出
現率が高い 8 カ所のミニサテライト遺伝子座について
被曝群（平均被曝線量 1.47 Gy）の子ども 61 人、対照
群の子ども 58 人とその両親を検査した結果、突然変異
率は被曝群では 2.6％、対照群で 2.8％であり、高線量
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急性被曝による有意な遺伝的影響は認められなかった
（表 14）。92 マイクロサテライト遺伝子座も高い自然突
然変異率を示すが、40 カ所のマイクロサテライト遺伝
子座について被曝群家族（平均被曝線量 1.56 Gy）の子
ども 66 人、対照群の子ども 63 人とその両親を検査し
た結果、突然変異率は被曝群では 0.39％、対照群で
0.35％であり、親の放射線被曝による遺伝的影響は示
唆されなかった。93

　電離放射線がゲノムに及ぼす主たる変異は欠失型突
然変異と考えられている。この欠失型変異をゲノム全
域について調べるために、DNA 二次元電気泳動法を改
良したスクリーニングを行った。94 この方法では、NotI
部位を含む DNA 断片を二次元電気泳動し、1 回の実験
で約 2,000 個の DNA 断片についての欠失型突然変異を
検索することができる。対照群 50 家族の子ども 62 人、
被曝群 50 家族（平均被曝線量 1.7 Gy）の子ども 66 人
とその両親の解析を行ったが、対照群で調べた 56,176
遺伝子座に 1 例の欠失型突然変異を検出したのみで、
被曝群で検査した 59,942 遺伝子座では突然変異は検出
されなかった。
　2000 年初期には、マイクロアレイを用いた比較ゲノ
ムハイブリダイゼーション（CGH）法によるゲノム中
の遺伝子コピー数の変化（CNV）の検索も開始した。
予備的調査として、ヒトゲノムから約 1,200 Kb 間隔で
選んだ DNA クローン（PAC、BAC と呼ばれるもの）、
合計約 2,500 個をプローブとしたマイクロアレイを作
成し、被曝群の子ども 40 人と対照群の子ども 40 人を
検査した。CGH 解析の結果、合計 251 個のコピー数変
異が検出された。しかし、これらのコピー数変異は、
すべてどちらかの親に存在していたものであることが
確認され、新規突然変異ではなかった。95

　現在、一人一人のゲノム全般にわたり、小さな変異
から大きな変異まで検出できる個人ゲノムレベルの高
密度マイクロアレイを用いた調査が進行中である。全
ゲノム塩基配列解読に基づくリスク評価の可能性も検

討されている。近い将来に放射線の遺伝的影響につい
てゲノムワイドな、より詳細な知見が得られると期待
される。

5. 疫学・臨床調査
　原爆被爆者の子ども（被爆二世）の死亡調査では、
これまでのところ、出生時や幼児期の死亡、96 20 歳未
満の死亡、97 および 20 歳以降（平均年齢 46 歳）の死
亡98 のいずれにも、親の放射線被曝による影響は観察
されていない。しかし最も新しい調査でも、対象者の
最高年齢は 56 歳と若く、集団に生じた死亡の割合は
3.5％と少ないため、今後長期の追跡調査が必要であ
る。
　追跡調査当初の小児白血病を対象とした研究、若年
性の固形がんについての研究では 20 歳までの発症、99 
あるいは 20 歳以降 40 歳までの発症、いずれにおいて
も親の放射線被曝の影響は観察されていない。
　最新のがん罹患調査100 でも、親の放射線被曝による
子どものがん罹患への影響は明らかではない。白血病
とリンパ腫について、父親の被曝線量が 5－49 mGy で
ある子どもの 20 歳までの罹患率は、父親の被曝線量が
5 mGy 未満の子どもと比較して有意差は見られなかっ
た（RR = 1.07、95％ CI: 0.36, 3.13）。母親の被曝線量
が 5－49 mGy であった場合の母親被曝線量 5 mGy 未
満の子どもとの比較も RR = 1.55（95％ CI: 0.59, 4.28）
で有意差は認められなかった。父親の被曝線量が 50 
mGy 以上の子ども、および母親の被曝線量が 50 mGy
以上の子どもでは、20 歳未満での白血病およびリンパ
腫の罹患はなかった。20 歳以降 40 歳までの罹患でも、
父親の被曝線量が 5 mGy 未満の子どもと比較して、父
親の被曝線量が 5－49 mGy、50－149 mGy、150－499 
mGy および 500 mGy 以上である子どもの白血病およ
びリンパ腫罹患率に有意な変化は見られなかった（図
21）。母親の被曝線量による比較でも同様に有意差は認
められていない。20 歳未満、20 歳以降 40 歳未満での

表 14．STR（ミニサテライト）遺伝子座 8カ所における突然変異92

対照群
（0.01 Gy未満）

被曝群 *
（0.01 Gy以上）

調査した子どもの数    58   61
調査したミニサテライト遺伝子座の数 1,403  496
検出した突然変異の数    39   13
突然変異率／遺伝子座／世代 2.8％ 2.6％

* 親の平均線量（生殖腺線量）= 1.47 Gy（DS86）、中性子線の RBE = 10
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固形がん罹患についても同様の比較が行われているが、
いずれの結果においても罹患率に有意差は認められて
いない。しかし、成人期以降に発症するがん（主に固
形がん）については好発年齢に入ったばかりであるた
め、結論を求めるのは時期尚早であり、今後の調査を
待たなくてはならない。

6. 生活習慣病有病率
　放射線被曝の遺伝的影響として、成人期に発症する
生活習慣病（がんを除く）への影響を調べた疫学研究
は、放影研で 2002－2006 年に行われた「被爆二世臨床
健康診断調査」（横断調査）が初めてである。広島・長
崎の原爆被爆者の子ども 11,951 人を対象に、成人期に
発症する多因子疾患の有病率と親の放射線被曝との関
連性の有無を調べたこの横断調査では、現在までのと
ころ、親の放射線被曝と被爆二世の多因子疾患との関
連は認められていない。101 また、多因子疾患を主要な
個別疾患別に解析しても有病率の増加は見られなかっ
た。102 多因子疾患とは、高血圧症、糖尿病、高コレス
テロール血症、心筋梗塞、狭心症、脳卒中いずれかの
既往あるいは罹患がある場合と定義し、一般に、その
発症に生活習慣が関与して成人期に発症することが多
い病気の総称である。横断調査受診者の平均年齢は
48.6 歳で、54％が 50 歳代であった。多因子疾患の有病
は健診時に男性 59.8％、女性 49.9％において確認され、
高コレステロール血症、高血圧症が多因子疾患の中で

大きな割合を占めていた。
　父母別の被曝線量と多因子疾患有病率との関係の解
析は、被爆二世の健診時年齢、都市、性、BMI、喫
煙・飲酒習慣、職業カテゴリー、閉経の有無、および
父母別の多因子疾患既往歴を調整して行われた。この
結果、父親線量 1 Gy による被爆二世の多因子疾患有病
率のオッズ比 0.91（95％ CI: 0.81, 1.01、p = 0.076）、母
親線量 1 Gy のオッズ比 0.98（95％ CI: 0.86, 1.10、p = 
0.71）で、両親いずれの線量反応も有意ではなかった

（表 15）。101 男女別に解析を行った結果では、父親の線
量と男性の多因子疾患有病率に負の関連が示唆された
が（オッズ比：0.76、95％ CI: 0.65, 0.89）、母親線量と
男性の多因子疾患有病率および両親の線量と女性の多
因子疾患有病率には統計学的に有意な関係を認めな
かった（表 15）。また、親の被爆時年齢、被爆から出
生までの経過時間、親の多因子疾患の既往歴が子ども
の放射線リスクを修飾しているという証拠は見られな
かった。このように、男女別の解析から、男性の被爆
二世の多因子疾患の有病率と父親の線量に限り、負の
関連が示唆された。
　この結果が生物学的立場から意味のあるものか、自
己選択バイアスによるものかどうかは簡単に判断でき
ないため、結果の解釈には注意が必要である。なお、
自己選択バイアスとは、被爆二世の健康状態や親の被
爆状況などの条件の相違が受診状況に影響を与えるこ
とにより、解析結果に偏り（バイアス）を引き起こす

父親の線量発病年齢
1-19歳

20歳以上

0.1 1 10

0-4 mGy

5-49 mGy

0-4 mGy

5-49 mGy

50- mGy

150- mGy

500+ mGy

母親の線量発病年齢
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20歳以上
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総固形がん 相対リスク
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20歳以上
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50- mGy

150- mGy

500+ mGy

白血病など 相対リスク

図 21． 親の被曝線量と子どものがん罹患リスク（1946－1984 年生まれ、追跡期間：1958－1997 年）100

横線は 95％信頼区間を示す。
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表 15．親の放射線量と子どもの多因子疾患* 有病率との
関連（オッズ比）101

1 Gyにおけるオッズ比と 95％信頼区間

受診者全体の解析 男性 女性

父親線量 0.91
0.81–1.01

0.76
0.65–0.89

1.04
0.90–1.21

母親線量 0.98
0.86–1.10

0.97
0.81–1.17

0.98
0.83–1.16

* 多因子疾患とは、高血圧症、糖尿病、高コレステロール
血症、心筋梗塞、狭心症、脳卒中いずれかの既往あるい
は罹患がある場合と定義し、一般に、その発症に生活習
慣が関与して成人期に発症することが多い病気の総称で
ある。

問題のことである。本調査では、健診を呼びかけた対
象者の約半数が健診を受診したので、自己選択バイア
スの検討も非常に重要である。自己選択バイアスの検
討において、受診した男性のがん既往と両親の線量と
の関係は認められなかった。一方、女性のがん既往歴
は母親線量とのみ正の関係を認めた。次に、郵便調査

（健診受診・非受診者を含む）で疾患の自己申告者の受
診率について両親の被曝線量で比較したところ、母親
線量 >0 Gy であることにより高脂血症の自己申告者の
受診率が高かったが、母親線量と高脂血症を除く多因
子疾患有病者の受診率に関係は認められなかった。父
親線量はどの多因子疾患の有病者の受診率との関係も
認められなかった。以上の結果から、想定される範囲
を解析した結果では自己選択バイアスの影響は認めら
れなかった。
　これらの結果をまとめると、現在までのところ、親
の放射線被曝に関連した子どもの多因子疾患のリスク
の増加を示す証拠は見られているとは言えない。多因
子疾患の既往や罹患は一般に加齢と共に増加するので、
今後も放射線の遺伝的影響について調査を継続するこ
とは非常に重要であり、放影研では、2010 年から、親
の放射線被曝による生活習慣病発生率に対する調査

「被爆二世臨床縦断調査」を開始し、現在継続中であ
る。
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【6】今後解明されるべき研究課題
 

　放影研の研究は、疫学研究で明らかとなったリスク
を解明するため、貴重な原爆被爆者の生物試料を用い
ることで新たな可能性が開かれる。今後は、被曝に
よって増加した疾患のより正確なリスク評価を進める
とともに、発症メカニズムの生物学的検証に注力され
るであろう。

1.	原爆被爆者における放射線リスクおよびメカニ
ズム解明

　放射線被曝のリスクモデルを検討し、またリスクを
修飾し得る因子（被爆時年齢、被爆後経過時間、観察
年齢、生活習慣を含む環境因子、遺伝的感受性など）
の影響を解明するために、精力的な研究プロジェクト
の遂行が期待される。特に被爆時年齢（小児期被爆や
胎児被爆）は重要な関心事項である。
　放射線が疾患発症にどのように関与するのか、また
その関連因子の関与メカニズムがどのようなものであ
るかについて、放射線防護、放射線生物学などの各分
野の研究者が関心を寄せている。

（1）臨床・病理情報と分子疫学を統合した分野の発展
　究極の目標として、被曝が原因で生じたがんとその
他の原因のがんとを明確に見分けることが可能となる
分子腫瘍学的特徴を同定することである。そのために
必要な解析技術の開発が必要である。現在この取り組
みの一例として、原爆被爆者に発生したがん組織の遺
伝子や蛋白質を解析し、臨床・病理情報も考慮する手
法を確立し、放射線関連がんの特徴を分子レベルで明
らかにしようとする試みが挙げられる。

（2）放射線関連疾患に対する遺伝的感受性やエピジェ
ネティック変化に関する調査プロジェクト

　放射線によって発生する病気へのなりやすさには個
人差があるといわれている。この個人差は人によって
遺伝子の構造が微妙に異なることが原因の一つと考え
られ、疾患予防や薬の開発を目的として、世界中で
様々な病気の発生と全遺伝子の構造（ゲノム）の関連
が研究されている。放影研においても、放射線と関連
する病気のメカニズム解明を目的とするゲノム研究を
行っている。また、加齢や環境因子によって影響を受
けるエピジェネティック変化（DNA 塩基配列の変化を
伴わないゲノム構造の変化）は、時としてがんを含む

様々な疾患を引き起こす原因になることがあると考え
られている。過去の放射線被曝がエピジェネティック
変化に影響を及ぼし、疾患リスク増加につながった可
能性について検証調査が行われている。

（3）心血管疾患に関する調査プロジェクト
　原爆被爆者についての様々な調査結果は、高血圧性
心疾患、脳卒中、およびこれらの発症に関与している
高血圧症のリスクの上昇と放射線は相関していること
を示唆している。一方、核関連施設などの労働者にお
ける職業被曝や低線量の環境被曝のような低線量領域
についての調査では矛盾した結果が観察されている。
これらの現象には、放射線防護、放射線生物学、心臓
病学などの各分野の研究者から関心が寄せられている。
そこで、「心血管疾患に関する調査プロジェクト」を組
織して、心血管病変のリスクが放射線量の上昇に伴っ
て増加しているか否かを見極めるため、学際的調査・
研究を行っている。その一環として、正確な放射線の
照射が行われたモデル動物を用いた研究を行い、上記
事象を検証するとともに、リスクの上昇がどのような機
序で生じるかを明らかにするための研究を行っている。

2. 被曝線量推定値の不確実性の検討
　コンクリート建物内、防空壕内、複雑な遮蔽状態

（長崎の工場など）にあった被爆者の場合、遮蔽状態の
一般化ができず、個別計算もできなかったため、LSS
対象者のうち約 7,000 人が現時点で「線量不明」とさ
れている。これらのうち少なくとも、コンクリート建
物内被爆の約 2,000 人、防空壕内で被爆した約 1,600
人、および長崎の工場内被爆については、線量計算の
可能性を検討しなければならない。また、これまで 15
種類の臓器線量が計算されているが、今後は心臓など
の重要臓器の計算も必要である。子どもの線量計算の
精緻化についても検討を加えていく。

3. 被爆二世に対する遺伝的影響の検証
　親の被爆によって被爆二世に生じる成人期発症の疾
患については、現在疫学調査が継続中であり、確定的
な結果を示すためには更に数十年の追跡調査を要する。
　また、遺伝的影響の検出については、最近のゲノム
解析技術の発展により、原爆放射線の遺伝的影響の検
出がより精緻化できるであろう。モデル動物の使用や
DNA シークエンサーを用いた全ゲノム解析によって、
被爆二世への分子レベルでの遺伝的影響の頻度につい
てより正確な解析が可能になると期待されている。

【6】 今後解明されるべき研究課題
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【7】国際機関による放影研調査研究結果の活用
 

放射線影響研究所　要覧

　ABCC－放影研で実施されてきた原爆放射線の長期
健康影響調査から得られた知見は、国際機関の放射線
健康リスク評価に多くの貢献をしてきた。特に、原子
放射線の影響に関する国連科学委員会（United Nations 
Scientific Committee on the Effects of Atomic Radiation: 
UNSCEAR）において、放射線健康リスクに関する最
新知見の評価事業を進める上での情報源として中心的
な役割を果たし続けてきた。それは、この分野で基礎
データを提供している世界中の数多くの調査研究の中
でも、ABCC－放影研の調査が精緻な被曝線量推定と
長期にわたる疾病・死亡追跡によって、最も信頼性の
高い広範囲にわたる放射線健康リスク情報を提供して
いるからである。
　この UNSCEAR によるリスク評価は、放射線作業従
事者や一般市民の放射線防護基準に関する国際放射線
防護委員会（International Commission on Radiological 
Protection: ICRP）の勧告や国際原子力機関（Interna-
tional Atomic Energy Agency: IAEA）などの国際基準お
よび各国の法令に科学的基盤を提供している。
　また、米国学術会議 （National Research Council: NRC） 
の電離放射線の生物影響に関する委員会 （Committee on 
Biological Effects of Ionizing Radiation: BEIR） も
UNSCEAR と同様のリスク評価を行っており、ここで
も ABCC－放影研の調査結果が重要な役割を果たして
きている。

UNSCEAR リスク評価における ABCC－放影
研研究の貢献

　UNSCEAR は 1955 年 12 月に設立されて以来、放射
線の健康リスクについて全世界から得られたデータを
詳細に調査し、その結果を科学的に評価し、総括的な
報告書を刊行してきた。主な報告書としてはこれまで
に 20 編以上が刊行されている。最初に発表された
1958 年の報告書にも、既に広島・長崎における白血病
リスクに関する要約が含まれている。それ以降に発表
された報告書においても広島・長崎の原爆被爆者調査
からの知見が数多く紹介され、その大部分は ABCC－
放影研の解析結果に基づくものであった。
　最近では、2006 年報告書第 1 巻として「放射線とが
んについての疫学研究」および「心血管疾患と非がん
疾患に関する疫学研究」が取りまとめられ、2008 年に
発刊された。その中で、がんについては DS02 を用い

て解析した LSS における「がん死亡調査（1950－2000
年）」ならびに「がん罹患調査（1958－1998 年）」の結
果が重要な役割を果たしている。この UNSCEAR 報告
書で注目されている LSS に関する知見を幾つか述べる
と、1）新しい DS02 を使用したリスク解析では DS86
と比べて固形がんリスクが約 7％低下したが、線量反
応やリスク経時変動パターンには変化がなかった、2）
追跡期間の長期化とそれに伴うがん症例数の増加によ
り、統計学的推定精度の向上が得られ、より低線量領
域で線量反応曲線の形状が検討可能になった。更に長
期間追跡することにより、低線量のリスクに関する情
報をより多く提供できるようになるであろう、3）追跡
期間が長くなった結果、被爆後長期間経過後のリスク、
特に若年被爆者のリスクに関する知見が明らかになっ
てきた、などである。
　なお、この報告書では放影研が公開しているがん死
亡データとがん罹患データを活用して UNSCEAR が独
自に解析を行い、リスクの増加が検出できる最低線量
などの検討も行われている。
　がん以外の疾患に関する報告においても、放影研の
LSS や AHS の調査結果が重要な役割を果たした。報告
書では、2006 年時点で 1－2 Gy 以下の被曝と致死性心
血管疾患との関連性を示しているのは日本の原爆被爆
者のデータのみであることや、他の研究で結果に一貫
性がないこと、生物学的なメカニズムも不詳であるこ
となどから、これまでのデータでは 1－2 Gy 以下の被
曝と心血管疾患との間に因果関係を証明するには不十
分と判断された。
　2006 年報告の第 2 巻の「放射線の免疫系への影響」
においても、原爆被爆者健康影響調査の結果が重要な
役割を担った。また、2013 年報告の第 2 巻には、放射
線被曝の子どもへの影響について、放影研の LSS や
AHS からの知見が大きく取り上げられている。

ICRP における ABCC－放影研研究の貢献

　ICRP は専門家の立場から放射線防護に関する勧告を
行う国際組織で、1928 年に設立された。ICRP はこれ
までに放射線防護にかかわる多くの報告書を発行して
きており、特に放射線防護の基本的な考え方について
取りまとめ、「主勧告」として 1958 年、1964 年、1966
年、1977 年、1990 年、そして最近では 2007 年に発表
した。ICRP は拘束力を持つ組織ではないが、ICRP が
出す勧告は国際的に権威があり、IAEA の安全基準や
世界各国の放射線防護に関する法令や指針の基礎に
なっている。

【7】 国際機関による放影研調査 
研究結果の活用
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【8】共同研究プログラム
 

放射線影響研究所　要覧

　ICRP の主勧告作成に原爆放射線健康影響調査の成果
が活用された例としては、1990 年勧告の放射線作業従
事者の年線量限度の引き下げが挙げられる。1956 年に
設定された作業者に対する年線量限度 50 mSv は 1990
年まで維持されたが、この時点で 1985 年までに収集さ
れた LSS データから推定されたリスク推定値に基づき、
5 年間で平均して年 20 mSv（ただし、いずれの 1 年で
も 50 mSv 以下）に引き下げられた。
　また 2007 年勧告においては、DS02 を用いて解析し
た「がん罹患調査（1958－1998 年）」の結果が重要な
役割を果たすこととなった。本主勧告においては、が
んリスクに関してより信頼性の高い推定値を提供でき
ると考えられることから、罹患データに重点が置かれ
た。2007 年主勧告のがんリスク推定値は、結果的には
1990 年勧告値がそのまま用いられたが、LSS のがん罹
患データをリスクモデルに採り入れ、より強固な基盤
が提供された。

　以上のように、これまでの UNSCEAR 報告書や ICRP
主勧告の中では、長期間にわたって蓄積されてきた
ABCC－放影研の研究成果が中心的な情報源となって
おり、その重要性は今後とも変わらないと考えられる。
このような社会的責任に鑑み、放影研には公平で中立
かつ正確な科学的情報を発信し続ける責務が課せられ
ている。

日本国内および国際共同研究

　放影研は、国内外の外部研究機関との共同研究プロ
ジェクトを実施し、当研究所の研究分野の拡大と、被
爆者調査結果の検証に役立てている。
　国際共同研究としての代表的なものに、米国国立が
ん研究所（NCI）との長年にわたる疫学共同研究があ
り、これまで放射線影響に関する数多くの論文が発表
されているだけでなく、研究所間での研究者の交流も
頻繁に行われている。近年の大規模な共同研究として
は米国国立アレルギー感染症研究所（NIAID）からの
研究助成による放射線と免疫に関する共同研究が挙げ
られる。
　米国ワシントン大学および久留米大学と放影研との
間では、原爆放射線影響に関する一連の疫学および統
計学研究を行うためのパートナーシップ・プログラム
が進行中であり、このプログラムからも様々な論文が
発表されている。また、研究員同士の相互交流、大学
院生に対する放影研研究者による講義などが行われ、
若手研究者の育成にも貢献している。
　大規模コホート研究への参画では、米国フレッド
ハッチンソンがん研究センターが事務局を務めている
アジアコホートコンソーシアム（ACC）へ参加し、発
症数の少ないがんなどの研究を行っている。また、甲
状腺の分野では Thyroid Studies Collaboration と呼ばれ
る共同研究に参画している。この研究では、現在ヨー
ロッパ、アメリカ、オーストラリア、アジアなどから
17 コホート、約 7 万人が参加し、甲状腺機能異常がど
のようなリスクをもたらすか、様々な観点から研究を
行っている。
　そのほか、オックスフォード大学（英国）、マースト
リヒト大学（オランダ）、ロチェスター大学（米国）、
香港大学（中国）、米国国立加齢研究所、ヘルムホルツ
研究所（ドイツ）などとも共同研究を行い、これまで
多数の論文が発表されている。

【8】 共同研究プログラム
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【9】研究審査
 

放射線影響研究所　要覧

研究計画書作成から結果の発表まで

1. 研究計画書の作成
　放影研の研究は、原則として研究計画書の承認に基
づいて開始される。提案された研究計画書は、研究計
画書審査委員会、人権擁護調査委員会、更には必要に
応じて、遺伝子研究に関する倫理委員会、生物学的試
料委員会、組換え DNA 実験安全委員会、実験動物管
理委員会によって審査され、最終的に常任理事会に
よって承認される。外部研究者との共同研究も同様に、
研究計画書を作成し、各委員会による審査を行った上
でデータを共有するシステムが確立されている。こう
して研究所内外の専門家による検討の手順を踏むこと
により、研究計画書の質と科学的妥当性を確実にし、
調査対象者の方々に過度の負担がかからないようにす
るとともに、高度な倫理基準の遵守と個人情報の厳重
な保護を保証する。
　放影研の研究基盤となる LSS、AHS、被爆者の子ど
もの調査など長期追跡調査に基づく基本データの収集
は、基盤研究計画書として別扱いとなっている。

2. 調査研究の遂行と学術的検討（科学諮問委員会）
　1975 年の放影研への再編時に、日米共同による調査
研究を続行する必要性が確認され、これを機会に両国
の専門家で構成される専門評議員会が研究の妥当性を
審査し勧告を行うことになった。専門評議員会は 2011
年に放影研が公益財団法人に移行したことに伴い、科
学諮問委員会と名称が変更され、現在に至っている。
　科学諮問委員会は、放影研で行われている研究を科
学的に評価し、新しい研究計画の方向性や実施中の研
究計画の継続または変更について理事会および評議員
会に勧告を行うことを目的としており、医学、疫学、
放射線生物学、遺伝学、統計学など放影研の研究分野
にかかわる日米のハイレベルな専門家で構成される。
委員数は現在、日米各 5 名の計 10 名である。任期は 5
年で、1 期限りの再任を可能としている。ただし、放
影研の研究をより精査する上で、できるだけ 2 期は務
めることとし、毎年日米 1 名ずつ交代する。科学諮問
委員会の活動に当たっては、委員の独立性、中立性が
尊重されており、互選による日米共同座長を中心に活
動する。
　科学諮問委員会は年 1 回会合し、放影研から研究活

動の報告を受けるとともに、各研究部の訪問、研究者
からの直接のヒアリングなどを行い、研究評価を行う。
評価結果は詳細な報告書にまとめられ、評価と改善勧
告がその年の評議員会で共同座長の 1 人から報告され
る。近年では新しい評価方式として、3 年に 1 回の周
期で特定の研究部に重点を置く評価が行われ、このた
めに必要に応じて関連分野の専門家を特別諮問委員と
して招聘する方式が採られている。

3. 研究結果の公表
　調査研究の結果は論文にまとめられ、研究報告書審
査委員会により専門分野の研究員（必要に応じて外部
の専門家）が内容を検討し、最終的に理事長が学術雑
誌への投稿を承認する。投稿が承認された原稿は、国
内外の学術雑誌に投稿され、学術雑誌の審査員の審査
を経て掲載が決定される。
　このように放影研の研究結果は国内外の雑誌に学術
論文として発表されるほか、専門書として出版された
り国内外の学会で口頭発表やポスター発表が行われる
など、広く世界に公表されている。
　また、LSS をはじめ主要な調査研究に関する論文の
作成に使用された原爆放射線被曝による発がんリスク
推定のためのデータは、ホームページからダウンロー
ドできるようになっており、検証のための再計算を可
能にしている。これらのデータの公開は、個人の特定
ができない形で行われており、個人情報は厳重に保護
されている。

【9】 研究審査
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【10】研究資料
 

疫学データ資料と生物試料

　ABCC－放影研の LSS 対象者は、幅広い年齢層から
成る固定集団であり、その追跡調査がすべて完了すれ
ば、放影研は世界的に見ても有数の規模を誇る一般固
定集団の放射線被曝後の生涯追跡調査によって得られ
た医学情報のデータベースを有することになる。
　また、AHS対象者と被爆二世臨床調査対象者からは、
健康診断時に収集された生物試料（血液、血液分画お
よび尿）が保存されている。この収集が完遂すれば、
すべての健康事象観察終了後に疾病自然史を過去に
遡って生物試料を分析できるという、放射線の健康影
響を解明する上でも、またその他の医学研究のために
も、非常に貴重な研究資源となる。

1. 疫学データの保管
　LSS、AHS、胎内被爆者調査、被爆者の子どもの調
査など、これまでのコホート調査により得られた記録
情報は、調査対象者の基本情報（氏名、生年月日、性
別、本籍地、被爆状況など）および死亡情報、がん罹
患情報、AHS ならびに被爆者の子どもの臨床調査対象
者の既往症を含む問診情報、診断所見、心電図・レン
トゲン写真その他の臨床検査結果などであり、コホー
トの対象者が生存中は年々情報量が増加している。こ
れらはすべて守秘を要する個人データであり、大部分
の情報はコード化され、電子情報として保管され、厳
重な保全管理が行われている。これらの疫学データの
電子情報としての処理は ABCC 開設当時から行われて
おり、パンチカードシステム、大型汎用コンピュータ
システムを経て、現在のワークステーションを中心と
した分散処理型システムへと続いている。また、研究
所内でのコンピュータ・ネットワーク化は 1985 年に始
まり、1990 年代初頭には放影研全棟にわたるネット
ワーク化が行われ、全所におけるデータの一元管理に
大きく貢献した。

2. 疫学データの運用
　放影研では、研究資源データベース群を資源管理用
データベース群と研究用データベース群の二つに大別
し、それぞれ独立性を持たせて管理している。その結
果、①データベース・サーバへの負荷が軽減し、②資
源管理用データベースで疫学・臨床両サイドから調査

項目を追加・変更することによる研究用データベース
への直接的影響を回避でき、③二つのデータベース群
で全く異なる個人識別番号を使用することにより個人
情報漏洩の防止を強化できた。
　これらのデータベース群は、それぞれの個人識別番
号を基にして一元管理され、データベース間のデータ
移送や関連付けなどの作業は、高度な個人情報保護レ
ベルの下に完全に自動化されている。

3. 生物試料の保存と管理
　AHS および被爆二世臨床調査対象者の生物試料は、
広島では約 75 台、長崎では約 25 台の –80°C の超低温
冷凍庫および大型の自動液体窒素保存タンク（液相／
気相保存、約 –190°C）に保管されている。この中の一
部の試料については、同じ試料を広島・長崎両研究所
に二分して保存している。
　2013 年 4 月 1 日に、生物試料の管理を一元化し、利
用しやすい体制を整えるため、生物試料センターが設
立され、専任スタッフが配置された。
　センターが保管対象とする生物試料は以下の通りで
ある。

 �血液：AHS および被爆二世臨床調査対象者から提
供された血清およびリンパ球。

 �尿：AHS および被爆二世臨床調査対象者から提供
された尿。

 �病理組織：手術例、または剖検例の病理組織標本
が、パラフィン包埋ブロックあるいは染色スライ
ドとして保存されている。また、広島・長崎の主
要病院の病理医と共同で、原爆被爆者のがん手術
試料保管システムを構築している。

 �細胞遺伝学試料：AHS および被爆二世臨床調査対
象者の血液リンパ球からの染色体標本試料。

 �抜歯試料： ESR 法を用いた放射線量推定のために
収集された AHS 対象者の抜歯試料。

　これらの生物試料には、研究所内外の研究者が共同
利用できる試料としてセンターが管理するものと、研
究で使用中の試料で、研究責任者の委託により一時的
に保管するものがある。また、センターの業務は、原
則として、①試料の処理、②試料の保管・利用に伴う
業務、③データベースシステムの構築・管理、データ
ベースの公開などである。
　これらの試料の保管においては、自家発電機による
停電時のバックアップ体制を整え、個々の超低温冷凍
庫に温度監視システムを取り付けるなど、危機管理を
考慮した体制が整備されている。

【10】 研究資料
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4. 生物試料の利用
　放影研で保管する生物試料に関しては、研究倫理に
関する規則や指針を遵守し、厳正なる個人情報保護の
立場での利用を行ってきた。今後も放影研では、社会
的な理解を得た上で、一元化された有限の生物試料の
利用方針ならびに利用手続きを含めた規程の整備を行
うと同時に、データベースの公開方法や、試料を利用
する研究計画の審査および承認のプロセスを確立する。
これにより、世界でも類例のない研究資源の利用の可
能性が広がることとなる。
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放影研の研究部門
 

臨床研究部
　臨床研究部では、放射線とがん以外の病気の発生に
焦点を当てて解析を行う目的で、LSS 集団と胎内被爆者
集団から選ばれた人を対象として追跡する AHS を行っ
ている。同時に、近年では被爆者の子どもの臨床調査
集団を追跡する包括的な健康診断調査も実施している。
　AHS の健康診断では、一般的な診察と血液・尿の臨
床検査のほかに、内分泌系疾患、婦人科系疾患、骨格
や認知機能の障害、眼科疾患や心血管系の異常を評価
するための特別検査が実施されるなど、これほど内容
の充実した放射線に関する臨床追跡調査はほかには存
在しない。調査参加は任意であるが、参加率は 70－
80％と高率である。臨床疫学調査データおよび生物学
的試料はすべて健康影響研究のために保存されている。
　健康診断結果は健診を受けた個人に通知され、必要
に応じて地元の医師への紹介の際に報告されている。
このように、健康診断調査は臨床疫学調査のためだけ
でなく、原爆被爆者の長期の健康状態の評価と健康維
持に貢献している。

分子生物科学部
　分子生物科学部では、遺伝的影響と発がん機構に関
する基礎科学研究を行っている。被爆者とその子ども
から提供された血液細胞を用いて、親の放射線被曝が
子どもの突然変異頻度に影響するかどうかを調査して
いる。また、広島・長崎の放影研および病院で数十年
にわたって保管されてきたがん組織試料（甲状腺、大
腸、肺）における発がん遺伝子やがん抑制遺伝子の突
然変異などを分子生物学的技法によって調査している。
　原爆被爆者の放射線被曝と病気に関係するバイオ
マーカーを見つけ、調査することにも取り組んでいる。
現在調査を行っているバイオマーカーは、免疫機能、
遺伝的要因、治らない DNA の傷、メチル化 DNA、お
よび DNA 転写に関するものである。また、リンパ球
の染色体異常頻度や歯エナメル質の電子スピン共鳴シ
グナル測定は、DS02 線量推定方式で計算された個人の
被曝線量の誤差に関する重要な情報としての評価を
行っている。

疫学部
　疫学部の主な役割は、人の放射線被曝による健康リス
クを疫学調査によって明らかにすることである。ほぼ 60
年にわたり LSS 集団、胎内被爆者集団、被爆者の子ど

もの集団を通じて 20 万人以上の原爆被爆者とその子ど
もを追跡調査してきた。放射線以外のリスク因子を考慮
しながら、線量と死亡率およびがんの発生率の関係の解
析に焦点を当てている。調査集団の大きさと明確な特徴
付け、幅広い被曝線量と広範囲な被爆時年齢、また追跡
の完全さと追跡期間の長さにおいて、LSS は人における
放射線の影響に関する世界で最も重要な疫学調査であ
る。胎内被爆者および被爆二世集団は、成人期まで追跡
されているそれぞれ世界で唯一の固定集団である。
　疫学部はまた、広島県・市および長崎県から地域が
ん登録の実務を委託（委任）されている。これらの登
録事業により収集されたデータは、原爆被爆者のみな
らず一般集団におけるがんの発生率に関する貴重な資
料となっている。

統計部
　統計部は、各部で得られた放射線影響に関する情報
の解析、各部で行われている研究に対する統計的支援
と助言、データ管理の指導などを行っている。また、
研究計画の作成を支援し、放影研で収集された独特な
調査データにふさわしい統計学的解析法を開発・応用
している。線量データの管理と個人推定線量の計算も
統計部で行われている。

情報技術部
　情報技術部はシステム技術課と図書資料課から成る。
　システム技術課は、放影研全体のコンピュータの管
理・統合のほか、安全なネットワークの維持、研究に必
要な各種データベースの開発やそれに必要なアプリケー
ション・プログラムの開発などを行っている。また、国
内外の様々な領域で技術協力を行っている。
　図書資料課は、放射線医学・生物学を専門とする図
書館の運営や、放影研の研究論文が学術誌に掲載され
るまでの関連業務を行っている。また、研究論文およ
び学会発表の記録と管理、ABCC－放影研の貴重な資
料の収集・保管・閲覧などの業務を行っている。更に、
所内外からのこれらの学術論文・資料への問い合わせ
や送付希望に対応している。

放影研の研究部門
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放影研組織図 

評 議 員 会

科学諮問委員会 監 事 地元諮問委員

理 事 会 広島・長崎
地元連絡協議会

広島研究所 長崎研究所

情報技術部

統 計 部

疫 学 部

分子生物科学部

臨床研究部

バイオサンプル
研究センター

疫 学 部

臨床研究部

事 務 局

事 務 局

バイオサンプル
研究センター

放影研組織図

（2024 年 6 月現在）
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用語解説
 

物理学的線量
　被曝放射線量を表す単位として、グレイ（Gy、1 
Gy = 1,000 mGy）が用いられる。1 Gy は曝露を受けた
物質 1 kg 当たり 1 joule（ジュール）のエネルギー吸収
に相当する。1 Gy = 100 rad（ラド：以前使用されてい
た線量単位で、100 erg（エルグ）/g に相当）。

荷重臓器吸収線量
　地上に到達した原爆放射線には、γ 線と若干（合計線
量の数％以下）の中性子線が含まれていた。中性子線
は、同じ線量であっても γ 線よりも生物組織への作用が
強い。そこで、中性子による線量にその強さ（荷重係数）
を掛けたものと、γ 線の線量の和を用いると一つの線量
値として表すことができるので、生物組織への影響を考
慮した上での被曝線量の多寡を比較するのに都合がよ
い。放影研では、中性子の荷重係数として 10 を用いて、
臓器ごとの荷重吸収線量を表示している。例えば、結腸
に届いた放射線として、γ 線 1 Gy と中性子線 0.1 Gy が
含まれていたとすると、荷重吸収結腸線量（Gy） = 1 + 
0.1×10 = 2 となる。一般的に使用される等価線量と同じ
であり、単位も等価線量に用いられる Sv を使用した時
代もあるが、等価線量に被曝組織・臓器の放射線感受性
の違いを考慮した、放射線防護を目的とした指標である
実効線量も Sv と表記するため、放影研では、現在は荷
重臓器吸収線量とし、単位は Gy 表示としている。

相対リスク（RR: relative risk）
　放射線被曝を受けた場合の死亡率（または罹患率）
が、被曝を受けなかった場合の死亡率（または罹患率）
に比べ何倍になっているかを示す指標。相対リスクが
1 であれば、放射線被曝はリスクに影響を及ぼしてい
ないということを意味する。

　相対リスク（RR）=

　　 放射線被曝を受けた場合の死亡率（罹患率）

放射線被曝を受けなかった場合の死亡率（罹患率）

過剰相対リスク（ERR: excess relative risk）
　放射線被曝を受けた場合の死亡率（または罹患率）の、
被曝を受けなかった場合の死亡率（または罹患率）に対
する増加分を示す指標。すなわち、RR－1 で計算され、
その意味は、放射線被曝によって何倍増えたかを示す。

　過剰相対リスク（ERR）=

　　
　 放射線被曝を受けた場合の死亡率 （罹患率）

放射線被曝を受けなかった場合の死亡率 （罹患率） 
－1

過剰絶対率（EAR: excess absolute rate） 
（注：過剰絶対リスクとも表現される）
　放射線被曝を受けた場合の死亡率（または罹患率）
から被曝を受けなかった場合の死亡率（または罹患率）
を引いたもの。すなわち、増加した率の絶対値を示し
た指標。

過剰絶対率（EAR）=  

放射線被曝を受けた場合の死亡率（罹患率） 

－放射線被曝を受けなかった場合の死亡率（罹患率）

寄与割合
　観察された集団で発生した結果事象（死亡や罹患）
のうち、放射線被曝によって増加した割合。推定され
たモデルに基づいて算出する。例えば、0.005 Gy 以上
に被曝した LSS 集団において、白血病の合計寄与割合
は約 50％、固形がんでは 10％弱と推定されている。推
定されている（合計）寄与割合は LSS 集団について推
定された放射線被曝によって増加した割合であり、集
団の被曝線量分布、性・年齢分布などにより変化する
ことに留意する必要がある。人口寄与割合（population 
attributable fraction）とも呼ぶ。

　  寄与割合＝

その被曝
線量の

ERR
×

の集団全体での合計

観察された事象の発生数

ある被曝線
量を受けた
対象者の数

放射線被曝を
受けなかった
場合の事象の
発生率

×

　 　　　　　　　　　　　  　　　　　　
　 　　　　　　　　　　　  　　　　　　
　 　　　　　　　　　　　  　　　　　　
　 　　　　　　　　　　　  　　　　　　
　 　　　　　　　　　　　  　　　　　　

有病率と発生（罹患）率
　有病率とは、その病気の発生時期に関係なく、ある
時点において病気の状態にある人の割合。発生（罹患）
率とは、その病気に罹っていなかった人のうち、ある
期間中（通常 1 年間）に新たにその病気になった人の
割合。

爆心地
　空中の爆弾炸裂点直下の地上点。

用語解説
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近距離被爆者、遠距離被爆者
　LSS 集団を設定した時の定義では、爆心地から 2.5 
km 以内で被爆した人を近距離被爆者、2.5－10 km の
範囲で被爆した人を遠距離被爆者とした。広島では爆心
地から約 2.5 km での平均的な被曝線量が 5 mGy、長崎
では 2.7 kmで 5 mGyであることから、被曝線量 5 mGy
で両者を分ける場合もある。一般的な意味としては、
このような定義とは無関係に使われている場合もある。
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